
Nο. 435 別冊 京都大学広報委員会

教育課程等特別委員会からの報告について

京都大学が長年にわたり検討を重ねてまいりました教育の改革は， 総合人間学部の創設（教養部の廃

止）， また大学設置基準の改正等と相侠って実現の運びとなり， 新しいカリキュラムによる高度一般教

育と専門教育を有機的に組み合わせた4年（医学部では6年）一貫教育を実施することになりました。

大学は教育研究の向上や活性化に努め， 討会的責任を果たしていく必要がありますが， そのため自己点

検・白己評価の制度が新しく設けられることとなり， 本学もこれを実施する体制の整備を求められてお

ります。

昨年来， 教育課程及び自己点検・自己評価等の大学教育改善について教育課程等特別委員会にご審議

いただいてきましたが， このたびその審議結果の報告がありましたので， ここに報告書全文を掲載して

広く学内にお知らせします。

教育課桂等特別委員会の報特舎は 大学教育改蕎に対する本学の基本的な実施方法とその体制につい

てとりまとめられております。 今後は， 報脅書に基づき実施体制等についてさらに審議検討を行い， 京

都大学として特色ある教育課程の編成と評価システムの構築を進めてまいる所存でありますので， 皆様

のご理解とご協力をお願いいたします。

精力的にご審議いただきました教育課程等特別委員会委員各位並びに関係者の努力に対し感謝の意を

表します。

平成4年10月20 日

京都大学総長 井 村 裕 夫

平成4年9月29日

京都大学総長 井 村 硲 夫殿

教育課程等特別委員会

委員長 久 馬 ー 剛

教育課程等特別委員会報告について

教育課程等特別委員会は， 大学設置基準の改正， 総合人間学部の設置等に伴う教育課程の再編・高度

化を中心とした諸課題につき審議を重ねて参りましたが， ここに審議を終了致しましたので， その経過

及び結果についてご報告申し上げます。
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教育課程等特別委員会報告書

1. まえがき

京都大学は、 平成4年10月より 総合人間学部を発足させ、 平成5年3

月末をもって現教養部を最終的に廃止する ことを決定している。 昭和24

年に新制度の 京都大学が発足してから43年余を経て、 京都大学はいま大

きな転換点に立っている。 折りしも大学設 置基準の改正により、 各大学

ともより自由な発想で自らの教育体制を検討し選択できる ことになった。

京都大学としては、 過去の伝統を踏まえつつ、 新しい学術創造への道を

切り拓く契機として、 これを受け止めようとしている。

総合人間学部の創設に至る過程で、 「教養部にかかわる構想検討委員

会（藤沢令夫委員長 ）」（以下の文中では藤沢委員会と略称 ）等におい

て中心的に論議されたのは、 一般教育とそれを実施する教養部の在り方

についてであった。 それは、 戦前の大学教育における、 あまりにも早く、

あまりにも狭い専門分化の傾向を打破するために設けられたいわゆる教

養課程が、 その 独自の一般教育の場としての機能を十分発揮し得ないま

ま、 専門教育への単なる通過過程とみなされてきた状況を改革する こと

が、 今日の大学教育における最大の課題として認識されていたからにほ

かならない。 総合人間学部の創設がかかる現状を打破するために構想さ

れた ことは、 京都大学が一般教育のあるべき姿をあらためて求め 直そう

とする意志の表明とも見る ことができょう。

京都大学では、 大学設 置基準の改正に先立ち、 藤沢委員会の 「報告J

（平成元年1月 ）の線に沿って、 既に多くの学部で4年（ 医学部につい

ては6年 ）一貫教育実施の方向を打ち出していた。 これは決して一般教

育の軽視を意味するものでなく、 むしろ一般教育を前期2年に 置いて専

門教育のための予備教育的な位 置付けとしてきた点を改め、 学 生の人間

として、 また専門家としての成長に伴って要求される、 「自由な思考の

ためのより豊かな背景と、 職業的訓練のためのより良い基盤を造るに必

要な、 幅広い人間性尊重の態度（humanistic attitude ）」を、 4年あ

るいは6年聞を通じて得させようとするものであって、 一般教育高度化

の狙いと表 裏一体のものである。

このように 京都大学においては、 総合人間学部の発足／教養部の廃止

を、 本来の意味における一般教育の高度化、 多様化の契機とする意向の
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強いことがうかがわれる。 このことは、 近年の 複雑化し、 かっ価値観の

多様化した社会状況の中で、 真の専門家の育成が、 広い世界的視野と深

い人間理解なくしては不可能であることが、 よく認識されているからで

あろう。

しかし、 ぞれにしても新しい学部の制設、 旧来の教養部の廃止は、 理

念の城を超えて多くの実 務的な対応を迫っている。 京都大学として教養

部廃止後の一般教育を如何なる体制で実施するのか、 そのための教育課

程をどのように編成するのか、 などの問題は、 差し迫った解決を必要と

している。 また、 この改革とほとんど 同時に大学設 置基準や学位規則の

改正が行われたが、 それらに対しでも 京都大学としての制規等の 整備が

必要である。 そのため、 これらの諸問題の検討にあたる機関として平成

3 年7月、 当時の西島 総長の裁定によって設 置されたのが「教育課程等

特別委員会」である。 各学部からの 複数の委員と制規等専門委員会委員

長によって構成され、 特別委員会の委員長には久馬委員が、 副委員長に

は朝尾、 中川、 木下3 委員が選任された（資料1 ) 

本特別委員会は、 総合人間学部の発足までに必要な体制や制規等の 整

備の方向を定めることが必要と考え、 委員全員の熱意と協力の下に鋭意

検討を重ね、 ここに最終報告書をまとめるに至った。 なお、 必要に応じ、

本年4月 京大広報 N o.427別冊に掲載された中間報告の内容をも取り入

れて、 本報告を作成したことをお断りしておく。

2. 教育課程等特別委員会の所掌事項

本特別委員会の要項（資料2 ）に掲げられている委員会設 置の目的は、

「 京都大学における教育課程の在り方等教育の高度化、 及び大学設 置基

準等の改正に関連する諸問題について検討する」ことである。 本委員会

は、 部局長会議、 大学院審議会制規等専門委員会などと連係をとりなが

ら、 省令の改正や新学部の創設に伴って必要となる制規等の改正のうち、

主として学部にかかわる部分を取り扱う。 中でも、 委員会の名称からも

明らかなように、 教育課程（カリキュラム ）の編成方針や編成方法に関

することは、 総合人間学部の創設／教養部の廃止という大きな改革を実

効あらしめるためにも、 また旧制度から新制度への移行を円滑ならしめ

るためにも中心的な重要性をもっ事項であり、 制規の改正にとどまらず、

カリキュラム編成を可能にするための実際的問題をも取り扱うことにな
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る。

本委員会の 主要な所掌事項は 次の4つである。 それぞれについて、 具

体的な検討事項を記述する。

( 1) 教育課程の編成方針、 編成方法に関すること

7 . 各年度入学者に対する卒業要件及び科目医分名称の確定

平成3 年7月 1日に改正施行された大学設置基準においては、 大

綱化の方針にのっとり、 従来のいわゆる教養 課程と専門課程の区別

も、 一般教育科目（人文 系、 社会系、 自然系科目 ）、 外国語科目、

保 健体育科目と専門科目の 区分も廃止され、 大学卒業の要件として

は124単位以上の修得だけが定められている。 しかし、 京都大学の

各学部では、 従来の一般教育に相当する科目や外国語科目を教育す

ることが依然、として重要であると考えられており、 そのため、 教育

課程の 編成にあたっては、 法令 上の科目区分の廃止に対処し、 各年

度入学者の卒業要件を規定する等の点について、 全学的な検討を 行

うことが必要である。

イ． 一般教育実施の体制

さらに、 京都大学では設置基準改正への対応に加え、 総合人間学

部の学 生受け入れに伴って教養部が廃止される平成5年度からは、

従来とは異なる体制によって一般教育相当科目の教育を実施しなけ

ればならない。 したがって、 総合人間学部設置後の新しい一般教育

の実施体制をどう構築するかの検討が必要である。

ウ． 平成5年度の一般教育カリキュラムの編成

これらの方針の策定にとどまらず、 平成5年度入学者に対しては、

具体的にカリキュラムを編成し、 円滑に新しい体制による 一般教育

を実施し得るよう準備を進めることが必要となる。 今般の改革が 一

般教育の高度化を狙いとしていることを思えば、 カリキュラム編成

にあたっては、 高度一般教育の実施責任部局である 総合人間学部を

中心としつつも、 全学的な協力を得ることが必須となろう。

工 ． 平成5年度以降における全学共通科目の企画 ・ 調整 ・ 運営にあた

るべき恒常的機関の性格 ・ 組織等

平成5年度の新学部発足当初については、 土に述べたように、 本

特別委員会が新しい高度一般教育カリキュラムの編成の責任を負う

ことになるが、 発足後は、 より恒常的なカリキュラム編成のための

- 392 -



京 大 広 報

全学的協力調 整 組織として、 全学レベルの常 置委員会を設 置する必

要があろう。 この委員会の性格、 組織等については、 本委員会にお

いて検討される必要がある。

( 2) 自己点検 ・ 評価に関すること

改正された大学設置基準の第2条には、 各大学に「その教育研究

水準の向とを図り、 当該大学の目的及び社会的使命を達成するため、

当該大学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価

を行うことに努めなければならない」として、 自己点検 ・ 自己評価

を義 務づける条文が新たに設けられた。 またそれを行うにあたって

は、 「適切な項目を設定するとともに、 適当な体制を 整えて行うも

のとする」ことが定められている。

京都大学が大学全体として、 また各部局において、 これをどのよ

うに受け止め、 どのように実施するのかについて全学的な検討を行

う必要がある。

(3) 学土の学位に関すること

平成3 年7月 1日に施行された学位規則の改正により、 従来学部

卒業 生に対する称号であった学士号は学位として位 置づけられた。

したがって、 従来のいわゆる卒業 証書の様式の変更について検討す

ることが必要である。 また、 今回の学位規則の改正では、 授与すべ

き学位は 単に「 博士」、 「修士」、 「学士Jであって、 専攻分野は

括弧書きで付記することとなった。 したがって、 この付記 すべき専

攻分野の名称をどうするかを定めなければならない。 本委員会は学

士の学位についてこのことを検討することになるが、 これは制規等

専門委員会における 博士及び修士の学位についての検討と 整合的に

行われる必要がある。

(4) 大学設 置基準の改正等に基づく学内諸規則の改正 ・ 整備に関す

ること

大学設 置基準の改正に直接対応し、 あるいは、 設 置基準の大綱化

を承けて学内で種々検討した結果に基づき、 京都大学通則や各学部

規程等の改正 ・ 整備を行うことが必要である。

3 . 教育課程等特別委員会における審議の 経過

(1) 全体委員会における審議
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本委員会関係の会議開催の日程と各国の主要議事については、 添

付資料に一覧表として示してあるので参照されたい（資料3 ）。 具

体的な問題の審議に入るに先立って、 一般教育の理念について意見

を交換し、 爾後の一般教育に関する審議のための共通のベースライ

ンを置いた。

本委員会の要項第4に「特別委員会に必要に応じて専門部会を置

くことができる」 との定めがあるので、 所掌事項のうち専門的な検

討が必要と考えられるカリキュラム問題と自己評価問題について、

専門部会を設置し検討を委ねることとした。 各専門部会はそれぞれ

独自に会議を開催して検討を進め、 必要に応じ全体委員会に審議の

経過を報告した。 専門部会における審議の結果は、 全体委員会での

審議に付され、 そこで本委員会としての最終的結論を得た。

両専門部会への審議付託事項のほか、 特に学士の学位に関するこ

とと、 大学設置基準の改正等に基づく学内諸規則の改正 ・ 整備に関

する事項の多くは、 直接全体委員会で審議を行った。

( 2) カリキュラム等検討専門部会における審議

カリキュラムの関連では、 上述の所掌事項のうち、 2の(1）の7

から 工 までの項目についての検討が必要である。 かなり広汎な問

題を審議する必要から、 「本学におけるカリキュラムの在り方等に

ついて検討するためJの専門部会として、 カリキュラム等検討専門

部会を設置した。

専門部会長には特別委員会の中川副委員長が選任され、 同じく特

別委員会の木下副委員長が代行者に指名された（資料1 ) 

はじめに 平成4年度の暫定的カリキュラムの編成等に関して全体

討議が行われ、 平成4年度の一般教育相当科目等の卒業要件、 科目

区分の名称等、 急を要する諸問題について部会の結論をまとめた。

その後 平成5年度以降のカリキュラム編成等に伴う諸問題について

は、 全学共通科目の概念、 内容、 実施体制等を検討する第1分科会

と、 4年一貫教育の実施方法などにつき具体的な諸問題を検討する

第2分科会とを設げて審議を重ねた。 各分科会の報告を専門部会全

体での討議に付し、 部会としての結論をまとめ本委員会に報告した。

(3) 自己評価等調査検討専門部会における審議

「本学における教育研究活動等の点検及び評価の在り方について
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調査検討するため」自己評価等調査検討専門部会を設置した。 本専

門部会は、 京都大学としての本問題の受け止め方を審議するととも

に、 点検 ・ 評価項目や実施体制の検討を行った。

専門部会長には特別委員会の朝尾副委員長が選任され、 代行者に

は横山委員が指名された。 なお本専門部会の検討事項は、 学部のみ

ならず研究所、 セ ンターにもかかわることであるので、 研究所の3

部会（理工学系、 医学 ・ 生物学系、 人文 ・ 社会科学系）及びセ ンタ

一代表の専門部会への参加を求め協力を得た（資料1 ) 

全体討議により、 自己点検 ・ 評価の必要 性やその際の留意点につ

いての共通認識を得た後、 主として 大学全体の自己点検 ・ 評価に関

し、 教育活動、 研究活動、 管理運営の3 作業部会を設付、 点検項目

等を主として個別に検討を重ねた。 その後部会の全体会議において

自己点検のための実施体制、 組織等をも含めて専門部会の見解をま

とめ、 本委員会に報告した。

4. 教育課程等特別委員会における審議決定事項

(1 ) 教育課程の編成方針、 編成方法に関すること

7. 平成4年度における 経過措置について

カリキュラム等検討専門部会の検討を 経て、 平成4年度の暫定的

カリキュラムの編成に伴う各学部の一般教育相当科目等の卒業要件

を審議決定した。 この卒業要件等を、 平成4年度入学者及び 平成3

年度以前入学者に、 学修指針及び教養部案内、 京大広報（ 平成3 年

3 月15日、 N o.4 25 ）等を通じ周知せしめた。

またカリキュラム等検討専門部会における検討を経て、 平成4年

度以降のカリキュラムの編成に用いる科目 区分の名称を全学的に統

ーすることとし、 開講対象による区分としては「全学共通科目」と

「ー学部科目」、 教育目的 ・ 内容による 区分としては「教養科目」と

「専門科目Jとすることが了承された。 この科目 区分にしたがえば、

本報告書で 「一般教育科目」ないし 「一般教育相当科目」と呼んで

いる科目は、 ほぽ「全学共通教養科目Jに相当する。

なお、 上述の 平成4年度暫定カリキュラムに関わる通則及び各学

部規程の改正は行わず、 平成5年度以降の新カリキュラムについて

の本委員会及び各学部における検討をまち、 総合人間学部の学生受
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け入れ時期である 平成5年4月1日をもって改正 ・ 整備を行う こと

が了承された。 この件は平成4年3月3 1日開催の評議会において決

定された。

イ． 平成5年度以降の方針、 方法について

カリキュラム等検討専門部会の最終報告は、 中間報告の後を承け、

主として平成5年度以降のカリキュラム編成の方針及び方法に関す

る論議の結果を 総括している。 この報告は全体委員会に付議され承

認された。 別紙1にその全文を掲載してあるが、 こ こでは主要な論

点を挙げ結論を摘記する。 論議の細部については専 門部会報告（別

紙1 ）を参照されたい。

①高度一般教育としての「教養教育」を重視する基本姿勢の確認：

カリキュラム等検討専 門部会では、 先ず一般教育の本来あるべ

き姿、 その現代的意義などについて論議を重ね、 人間らしさを擁

護し促進する態度を漏養するための高度な一般教育を志向すべき

こと、 この高度一般教育を「教養教育」と呼んで、 京都大学が これ

を重視する基本姿勢を確立すべき こと、 を提言している。 大学設

置基準の大綱化による4年一貫教育の方針そのものは、 京都大学

が自ら選んだ方向と合致するものであってなんら問題はないが、

これが一般教育を圧迫して専門教育偏重の傾向を生ずる ことは厳

に戒めるべきである。 京都 大学としては こ こにいう「教養教育」重

視の基本姿勢を宣明し、 各学部も これを承げてその実施に格別の

配慮、をするよう要請する ことで意見の一致をみた。

②全学共通科目の教育実施のための体制：

藤沢委員会は、 その報告中に 「 総合人間学部は本学における一

般教育の実質的な責任部局となるJべき ことを明記しており、 そ

れを承けて西島前 総長も、 総合人間学部の一般教育実施における

責任部局としての役割を繰り返し述べられた（京大広報N o.366 

及びNo.419別冊 ）

カリキュラム等検討専 門部会においては、 総合人間学部を実施

責任部局として全学共通科目 の教育を行うにあたっての、 体制や

学内規程上の取り扱いなどをめぐって論議が行わ．れた。 その結論

として、 総合人間学部が、 全学的協力体制の構築を基本に、 全学

共通科目の主要な部分（カテゴリー2及び3 ）を提供し 、 全学の
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高度一般教育の実施に責任をもつことについて共通の理解が得ら

れた。 そして全学的協力体制の構築にあたっては、 人間 ・ 環境学

研究科と 総合人間学部との間で、 実施協力についての合意が望ま

れること、 また専 門教育の実施、 人間 ・ 環境学研究科への協力、

現教養部に比しての教官定数の減少など、 総合人間学部教官の教

育負担の増大が不可避であるところから、 各学部、 研究所及びセ

ンタ一等の高度 一般教育への積極的な協力が必要であること、 に

ついても意見の一致をみた。

なお、 平成6年度以降における高度一般教育の円滑な実施を保

障するには、 平成5年4月発足後の 総合人間学部における教育実

施の実態を見究めつつ、 上述の原則を踏まえて適切に対処するこ

とが必要であり、 次に述べる全学的機関において引き続き慎重な

検討が加えられることを望むものである。

＠全学共通科目 の企画 ・ 調 整 ・ 運営のための恒常的機関：

全学共通科目 を全学的に企画 ・ 調 整 ・ 運営すべき恒常的機関と

して 「京都 大学教育課程委員会（仮称 ）」 の設置が提案された。

その性格、 組織等については、 総長を委員長とし、 各学部、 人間

・ 環境学研究科、 研究所、 センタ一等を代表する委員によって構

成される全学委員会とするとされている。 また、 この委員会の実

務的な性格から、 委員会内にカリキュラムに関する専門部会ない

し専門委員会を設けることが提案された。

④平成5年度以降の全学共通科目 の卒業要件：

各学部における平成5年度以降入学者の全学共通科目に関する

卒業要件が定められた。 これに基づき 各学部規程等の改正が行わ

れる必要がある。

⑤ 平成5年度における全学共通科目 の統括 ・ 調 整とカリキュラム

編成：

平成5年度に全学共通科目 として 総合人間学部をはじめ、 多く

の学部、 研究所、 センターから提供される予定の科目 の名称、 対

象学生、 単位数等の一覧表を資料4に 添 付する。 これらの科目 の

多くは教養科目として全学学生に提供されるものであり、 今回の

4般教育改革の狙いとされた一般教育の高度化と多様化の実質を

なすものである。 もとより一般教育の高度化が一日にして成ろう
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はずがなく、 今後その内容の充実のため不断の努力を傾注する必

要があることはいうまでもない。 さらに将来に向けては、 総合大

学としての利点を活かした、 複数部局にまたがる教養科目の提供

の可能性なども模索されるべきである。

これら全学共通科目の教育の実施については、 時間割の編成、

教室の 配置など実 務的な対処を必要とする問題が多く、 本委員会

では現在もなおその作業を続けているが、 上に述べた「教育課程

委員会」 の発足後は、 その中に置かれるべきカリキュラムに関す

る専門部会ないしは専門委員会によって、 作業が引き継がれるこ

とになる。

⑥ 平成5年度における全学共通科目教育の実施に必要な学部問調

整と事 務組織等：

全学共通科目のカリキュラム実施のためには、 例えば、 各学部

のアカデミックカレ ンダーや時間割などの調整が不可欠である。

また全学共通科目の登録、 試験、 成績の電算 管理などをはじめ、

学生 ・ 厚 生関係の事 務組織 ・ 体制を整備することが必要となる。

これらについての検討結果の要点は次のとおりである。

0 時間割については、 全学共通に1コマ90分として朝8時4 5分

開始で合意されたほか、 週休2日制への対応と、 4年一貫教育の

ための低学年への専門科目 配当を可能にするなどの考慮から、 新

たに5時限目を設けることが決まった。 アカデミックカレ ンダー

についても標準的な考え方が示され合意された。

0 全学共通科目の 管理については、 講義と試験は提供部局が、

登録や成績の電算入力等は 総合人間学部が、 また成績の 管理は各

学部が扱うことになった。 ただし、 この体制で実施してみた 上で、

問題があれば再度見 直すこととしている。

0 1回 生の語学、 数学や実験などにはクラス制を残す。

0 育英会奨学金、 授業料免除、 証明書発給などは、 各学部で行

うのが筋ではあるが、 事 務的な諸般の考慮から、 1 ・ 2回 生につい

てはさしあたり 総合人間学部で行うことにした。 ただ、 総合人間

学部の事 務部が、 学部のみならず人間 ・ 環境学研究科の事 務をも

扱わねばならぬ状況の下で、 全学の学 生を対象としたこれらの事

務をどこまで扱い得るのかを見 守る必要がある。 この観点からは、
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現在 各学部で行っている学 生 ・ 厚 生関係の業務を一元化するよう

な方向も 今後模索されねばならないであろう。

0 開講時間数あたりの単位数については、 統一的な全学的基準

を設けることが望ましいとする意見が 大勢を占めたが、 時間の制

約から、 具体的な基準の設定は、 上に提案した教育課程委員会に

委ねることとした。

(2) 自己点検 ・ 評価に関すること

7 . 基本的な考え方

自己評価等調査検討専門部会は本年3 月に審議の中間まとめを行

い、 次の3 点についてそれまでの論議を 総括した。 （i）自己点検 ・

評価の必要性については、 社会の信任を得て教育研究 上の使命を遂

行する 責任を負う 大学が、 そのあるべき姿を基準として自主的に点

検し、 評価結果を活動の中に活かして行く 必要のあることを述べた。

しかしながら、 （ii）自己点検 ・ 評価に関し留意すべき点として、 画

一的な評価が、 大学が本来もつ革新的な要素を損う恐れのあること

に十分留意すべきことを述べ、 評価基準の一元化は望ましく ないと

している。 その 上で、 （iii）自己点検 ・ 評価の体制と方法について

は、 大学全体で行うものと、 部局単位で行うものの二本立てとする

のが適当であり、 後者については基本的に部局の判断に任されるべ

きであるとした。 また、 全学委員会の所掌としては、 京都 大学にお

ける自己点検 ・ 評価の基本方針と主要項目の策定、 部局の自治を前

提とした点検と評価の 総合的 調 整、 定期的な報告書の作成と公開、

の三つを挙げている。

イ． 組織 ・ 体制と点検 ・ 評価項目等

専門部会からの最終報告は全体委員会に付議され承認された。 別

紙2にその全文を掲載する。 ここでは専門部会報告の骨子を摘記す

るにとどめるので、 報告の細部については別紙2を参照されたい。

①全学的 組織と体制：

0 総長を委員長とする 「京都 大学自己点検 ・ 評価委員会（仮称）」

を 置き、 これが本学の理念 ・ 目的を検討するとともに自己評価の

全般にわたって 責任をもち、 かっ結果の公表にもあたる。

0 上記委員会は点検 ・ 評価項目を設定し、 「自己点検 ・ 評価実

行委員会（仮称）Jを設けて点検 ・ 評価の実施と、 部局委員会との
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連絡調 整にあたらせる。

0 上記2つの全学委員会と部局委員会による 組織が正常に機能

し、 点検 ・ 評価が円滑に実施されているか否かを調査し、 提言を

行う機関として、 「自己点検 ・ 評価調査会（仮称）」を 置く 。

②各部局の 組織：

各部局は自己点検 ・ 評価のための組織として「部局自己点検 ・

評価委員会（仮称）」を 置き、 部局 独自の点検 ・ 評価の実施にあた

らせる。 部局委員会は全学の点検 ・ 評価に関しては、 全学委員会

の示す課題と項目に沿って点検 ・ 評価を行い、 「自己点検 ・ 評価

実行委員会」に報告する。

③自己点検 ・ 評価項目 ：

全学及び部局の自己点検 ・ 評価項目を例示した。 各部局につい

ては、 部局の特性を考慮した 独自の項目が設定 ・ 追加されるのが

望ましい。

④自己点検 ・ 評価実施準備委員会の設置：

京都大学における自己点検 ・ 評価の具体的な実施準備にあたる

全学的 組織として 「自己点検 ・ 評価実施準備委員会（仮称 ）」の

設 置を提言した。 この委員会は各 組織の構成を検討し、 実施規程

を作成するほか、 各部局との 組織的な連絡などの任にあたる。 本

準備委員会の構成、 任 務等については、 専 門部会において引き続

き検討を進めつつある。

(3 ) 学士の学位に関する こと

平成3 年9月期の随時卒業者に対する合格証書の授与にあたって、

その様式や専攻分野の名称については、 部局長会議の決定に 委ねる

こととした。 部局長会議では、 暫定的に、 従来の合格証書を学位記

とあらためて学士の学位を授与する こと、 専 攻分野の名称は従来の

学士の称号の区分による ことが定められた。

その後、 学士の学位をも含め、 学位規則の改正にかかわる問題に

ついては、 制規等専門委員会での検討が必要である ことから、 学位

関連の問題は 同委員会での検討をまって、 本委員会で扱う こととし

た。 制規等専門委員会は、 検討のヒ、 平成3 年度については、 先の

部局長会議の定めた暫定措 置により取り扱うのが適当との判断を下

し、 それに基づく 規程の改正案を作成したので、 本委員会に これを
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付議し了承を得た。

なお、 今後における学士の学位の取り扱いについては、 修士及び

博士の学位の取り扱いと 整合的に検討されるのが望ましい。 しかし、

現在の制規等専門委員会の性格、 位 置付けなどからは、 学部に関わ

る問題を直接取り扱うことに疑義等もあるので、 後に 5の （3）でこ

れに関わる提案をしている。

(4) 大学設置基準の改正等に基づく学内諸規則の改正 ・ 整備に関す

ること

Y. 他の 大学または短期 大学における 授業科目の履修について

すでに一部の学部で外国の 大学における科目の履修を認めている

例もあることから、 圏内の他大学並びに国内及び外国の短期 大学に

おける 授業科目の履修についても、 大学通則 上 は広く 履修を認め得

ることとし、 各学部で履修を認める場合の対象 大学、 履修科目の範

囲、 単位の認定方法など 具体的な取り扱いについては、 それぞれの

学部の規程に委ねるのが適当であると考える。

イ． 大学以外の教育施設等における学修について

短期 大学の専攻科など 大学以外の教育施設等における学習成果に

対しては、 従来 単位を認定していない。 しかし、 これらの教育施設

における学習成果の中にも、 本学における科目履修とほぼ 同等の実

力を証するものがあると考えられる。 したがって、 大学通則 上は 大

学以外の教育施設等における学修を認め得る規定にしておくのが妥

当であり、 細部にわたる認定の範囲などについては、 各学部の規程

に委ねることとするのが適当であると考える。

ウ． 入 学前の既修得 単位等の認定について

本学入学前の既修得 単位等の認定については、 すでに本学のー学

部から他学部への再入学に降、しては、 評議会申し合せにより一定の

単位数を認定している。 学生の入学前の学習成果を適切に評価する

ことは、 学生の本学における履修に幅をもたせる効果を生むと考え

られるため、 他の 大学等における修得 単位についても、 大学通則上

は認定への道を開いておくのが妥当であり、 認定の範囲、 その方法

など 具体的な取り扱いについては、 各学部の規程に委ねるのが適当

であると考える。

エ． 科目等履修生の取り扱いについて
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科目等履修 生は、 社会人に対する学習機会の拡 大と学習意欲の増

進に資することを目的として制定された新しい制度であり、 聴講 生

とは異なり、 単位の認定を前提としている。 「 社会に聞かれた 大学J

の在り方や 「生涯学習」が世の関心をよんでいる 今日、 制度として

はこれを受け入れるのが妥当との認識から、 大学通則では科目等履

修生の受げ入れを認め得ることとし、 これを認める場合の履修科目

の範囲、 履修 生の資格など 具体的な事項については、 各学部の規程

に委ねることとするのが適当であると考える。

なお、 現在の聴講 生制度については、 その目的、 性格に相違があ

るため、 これを存続させることが適当である。

5. 審議結果の実施へ向けてー教育課程等特別委員会の提言

本特別委員会は上述した審議の結果を踏まえ、 以下の委員会等の設 置

及び制規等の改正 ・ 整備を提言するものである。

(1) 教育課程委員会（仮称）の設 置

総合人間学部の設 置、 教養部廃止後の一般教育の高度化と多様化

を実現するため、 全学共通科目の企 画 ・ 調 整 ・ 運営にあたる機関と

して 「教育課程委員会（仮称）」を設 置することを提案する。

この際、 先に一般教育の実施体制について論じたところを承けて、

本委員会規程の第1条に

「 京都 大学における高度一般教育を、 総合人間学部

を実施 責任部局として全学的協力の下に円滑に行う

ため、 教育課程委員会を 置く」

との目的条項を 置くことが望ましい。

本委員会は 総長を委員長とし、 各学部長、 人間 ・ 環境学研究科長、

各学部及び人間 ・ 環境学研究科の教 授または助教 授各1名、 研究所

長及びセンター長若干名を委員として構成する。 委員会にカリキュ

ラムに関する専門部会あるいは専門委員会を 置き実務を分掌させる。

(2) 自己点検 ・ 評価実施準備委員会（仮称 ）の設 置

全学的な自己点検 ・ 評価実施体制の細部をつめ、 また各部局にお

げる自己点検 ・ 評価 組織の在り方や評価項目等について全学的な連

絡 ・ 調 整をはかり、 さらに各 組織の構成を検討し実施規程を作成す

るなど、 京都大学における自己点検 ・ 評価実施のための 具体的な準
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備にあたる機関として、 「自己点検 ・ 評価実施準備委員会（仮称）」

の設置を提案する。

(3) 学部の制規等審議機関の必要性

本学には、 大学院の制規等について検討するための機関として、

制規等専門委員会が置かれているが、 学部の制規等に関して必要な

審議をするための機関は、 現在のところ未だ設置されていない。 本

特別委員会は、 大学設置基準と学位規則の改正に伴う、 大学通則や

学部規程の改正につき審議を行うことを所掌のーっとしてきた判、

文部省令等の改正に基づくこの種の通則や規程の改正は、 むしろ恒

常的な審議機関の検討に委ねるべき問題であると考える。 この観点

から、 学部の制規等をも検討するための常置機関の設置が望まれる

が、 その設置にあたっては、 学部と 大学院の制規等の聞に 整合性が

求められる問題も少なくないことを、 十分に考慮する必要があると

考える。

(4) 大学通則及び学部規程の改正 ・ 整備

本委員会の議を 経て、 平成4年度暫定カリキュラムに関わる通則

及び各学部規程の改正は行わず、 平成5年度以降の新カリキュラム

に関する全学及び各学部の検討をまって、 総合人間学部の学 生受入

れ時期である 平成5年4月1日付けで必要な改正 ・ 整備を 行うこと

が、 すでに 平成4年3 月 31日開催の評議会で決定されている。 本委

員会はこのために必要な全学的検討を終えたことをここに確認し、

京都 大学通則及び各学部規程の改正 ・ 整備が遅滞なく行われること

を促すものである。

6. あとがき

本特別委員会は、 平成3 年7月末に設置されてから1年2ヶ月にわた

り、 総合人間学部発足後の 京都 大学における新しい高度一般教育の実施

体制の検討、 自己点検 ・ 自己評価の 京都 大学としての受け止め方や実施

方法の検討を中心とした、 その所掌事項につき審議を重ね、 ここに最終

報告書を作成するに至った。 本報告書が 京都 大学の 今後の発展のための

礎石のーっとして役立つことを願ってやまない。

おわりにあたって、 本特別委員会の審議の問、 度重なるア ンケート調

査などにご協力いただいた各部局、 資料の 整備等に労を惜しまれなかっ
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た事 務局に対し、 感謝の意を表するものである。

別紙l カリキュラム等検討専門部会報告

別紙2 自己評価等調査検討専門部会報告

参考資料

資料1 教育課程等特別委員会委員名簿

資料2 教 育課程等特別委員会要項

以上

資料3 教育課程等特別委員会及びその専門部会におげる審議の経過

資料4 平成5年度全学共通科目一覧表
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別紙1

平成4年9月8日
教育課程等特別委員会

委員長 久 馬 一 向I］隙

カ リ キ ュ ラ ム等検討専門部会

部会長 中 川 博 次

カ リ キ ュ ラ ム 等 検 討 専阿部 会 報 告

本部会は、 大学設置基準の改正及び総合人間学部の発足／教養部の廃止に伴 う 本学における教育課程

の編成方針及び実施方法について検討を重ねて参 り ま した。 平成3年度には、 平成4年度の卒業要件、

科 目 区分の名称等に関する審議が行われ、 その結論は中間報告 と し て京大広報No.427に掲載さ れた通 り

であ り ます。 平成4年度に入 り 、 平成5年度以降の カ リ キ ュ ラ ム編成等に伴 う 諸問題を検討するにあた

り 、 全学共通科 目 の概念、 内容、 実施体制等を検討する第1分科会 （代表岡田渥美委員） と 、 4年 （6

年） 一貫教育の実施に伴 う 具体的諸問題を検討する第 2 分科会 （代表木下富雄委員） と を設け て審議を

重ねて参 り ま した。 各分科会か ら の報告を受けて本部会で討議 さ れた結果をま と め、 こ こ に報告する次

第です。

1. 平成5年度以降の カ リ キ ュ ラ ム編成について

(1） 全学共通科 目 の卒業要件について

各学部における平成5年度以降の入学者の卒業要件については、 各学部か ら提出さ れた原案につ

いて検討 した結果、 今後若干の見直 し を必要 と する学部を除き、 原案通 り 了承 さ れ、 こ れに基づい

て各学部規程等の改正が行われる も の と する。

(2） 科 目 区分の名称につい て

平成4年度の暫定カ リ キ ュ ラ ム編成にあた り 定 め ら れた二つの分類、 すなわち開講対 象による

「全学共通科 目 」 と「学部科 目 J の科 目 区分及び教育 目 的による「教養科 目 」 と 「専門科 目 Jの科

目 区分を平成5年度以降 も 車酎寺 し、 本学通知jや学部規程等の改正にあた り 、 こ れ ら の分類を考慮し

つつ適正な科 目 区分を行 う も の と する。

2 . 平成5年度以降の全学共通科 目 の実施方針について

(1)全学共通科 目 の概念について

ア． 現状ー全学共通科 目 の3類別

当初、 「全学共通科 目 」についての大方の理解は、 従来の形骸化 した一般教育を克服するため

の「高度な一般教育」の実現を 目 指す も の と 考え られていた。 しか し平成4年度の暫定カ リ キ ュ

ラ ム策定に際 して、 開講対象による「全学共通科 目 J 対 「学部科 目 」 と い う 科 目 区分 と 、 教育の
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目的及び内容に基くf教養科目J対「専門科目」 とい う 、 も と も と 区分原理 を異にするこつの科

目区分の併用が決定されたこ と も あってか、 一部の学部では、 専門教育の基礎科目 も 全学共通科

目に含めて考え られているこ と が判明 した。

この結果、 「全学共通科目J には、 ①総合人間学部が提供する カ テゴ リ ー 2 及び3 (A、 B、

C、 D君トー従来の教養部が開講 してきた一般教育相当科目） と 、 ②各学部がその「専門基礎科目J

を 全学に向けて提供する も の と 、 ③さ らに今後各部局において試み ら れるべき「高度な一般教育J

に相当する新 しい「教養科目J と の、 計三つの類別が事実上存在するこ と が確認された。

こ う した現実を踏まえた上で、 本専門部会 と して は、 特に第三の「教養教育J と しての全学共

通科目について検討すべきである と の一致 した結論を得た。 そこで次に、 これについての？念的

検討の結果をま と めておこ う 。

イ． 教養教育（高度一般教育） の理念

今日 の大学が、 大きな岐路に立っているこ と は何人 も 疑い得ない と こ ろ で ある。 大学設置基準

の改訂に伴 う 「自己点検・自己評価J の問題に し ろ 、 一般教育縮減の危険 と その超克の問題に し

ろ 、 大学は今や文字通 り の臨界点に差 しかかっている。 しかも 、 これ ら大学の危機を めぐる諸問

題は、 本質的には人類全体の命運がかかっている現代文明そ の も のの危機 と 連動 している。

20世紀 も 特に後半以降、 科学技術の極度な専門分化が進展 し、 自然破壊や地球環境汚染、 さ ら

に は原子力・核を めぐる諸問題など、 要するに「地球の破壊J (geo-catastrophe） に直面 して

いる一方、 また鵬号移植や延命の技術、 人工授精・代理妊娠など生命操作の技術、 あるいは遺伝

子組み換えなどのバイオ・テクノロジ一、 さ らには情報ニュー・メディ ア等々の所謂「高度先端

科学技術」が猛スピードで蕪進中である。L.マンフォードがいみじく も 指摘するよ う に、 現代人

は「無意味性J (meaninglessness） へ と 向かってひた走っている。

こ う した現代の状況下では、 人間存在を めぐる一切が自明性 を喪失 しつつあ り 、 全てが「疑わ

しくJ (questionable） な り 、 したがって各専門の学問 も 改めて自 ら のレゾン・デートルの弁証

に迫 られている。 と い う の も 、 そ も そ も 各学聞が成立するには、 それぞれの専門独自の立場か ら、

自 ら の学問の可能 と限界 と を省察するこ と 、 すなわち、 勝義の自己「批判Jが不可欠だか ら であ

る。 つま り 、 自 ら の内に批判原理を も つこ とが、 学問 と して必須要件だか ら である。

さて、 上述のご とき現代の人聞を めぐる危機的状況の中で、 改めて学問が自 ら の可能 と 限界を

聞い直すさいに、 究極的に問われねばな ら ないのは、 当該学聞が「人間に と って如何なる意味を

持ち得るのかJ 「人間に とって当該学問 と は、 いったい何なのかJ と い う 聞いであ ろ う 。 そ して、

そ のさいの根本的基準たるべきも のが「人間存在（人聞が人間 ら しく在るこ と ） Jでなければな

ら ないこ と は、 断るまでも ない。

自 ら の学聞が、 過去・現在・未来にわたる人類社会全体に対 して、 何 を貢献 し得るのか、 その

反面、 いかなる危険や困難を斉 ら しかねないのか一一一これを真慾に自己省察するこ と を通じて、

専門学問 と しての自明性を改めて聞い直 し 、 構築 し直すこ とが、 現下喫緊の課題であ ろ う 。

こ う した重大かつ新たな課題に正面から応えるのが、 すなわち、 「教養教育」 (liberal educ 

at ion） である と考え られる。 と い う の も 、 リ ベ ラル・エデ‘ュケーション と は、 も と も と「人間
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が人間 ら しく在 るJ と は何かに思いを致 し、 人間固有の価値や尊厳について理念的に掘 り 下げる

と と も に、 それ ら を実践的に高場・促進す る心の姿勢ない し態度 （humanistic attitude） を油

養する の を、 本来の 目 的 と し てきた教育だか ら で あ る 。

総じて経験的・実証的科学は、 自然 と い う 対象に一定の合法則的手続きによ り「分析J的手法を

用 い る が、 人間 そのも のを対 象 と す る学問には、 逆に人聞を全一体 （as a whole）と して捉える 「

総合J的方法が必要であ る 。 これ ら二つの方法が両々相侠って、 学問全体の発展は はじめて期待

できょ う が、 前者の極度な発達への反省 と して、 80年代末以降あ ら た めて、 「人間Jに関わ る総

合的方法 を採る 学聞が世界的に も 脚光を浴びよ う と し て い る 。 それこ そ、 本質的にみれば伝統的

に リ ベ ラ ル・アーツ と 呼び慣わ し てきた学問に他な らず、 こ れを こ なれた日本語で表現すれば、

さ しずめ“教養”科 目 と い う こ と になろ う 。

してみれば、 今後の大学において積極的に追求 さ る べき教養科 目 の方向は、 従来の各専門性 を

深く踏まえつつ も 、 単に狭陸な専門性 を広く超え出て、 究極的には“humanistic attitude，，の啓

培を志向する も のでなければなるまい。 要す るに、 大学において新たなチャレンジ と し て追求 さ

れ るべき教養教育の 目 的は、 「人間Jを尚ぶ思想、 と 実践の創出に あ る と 云えよ う 。

(2） 「教養教育Jの今後のすすめ方について

以上のご と き理念自境会討の後、 全学的規摸で平成5年度か ら4年一貫教育の実を挙げていくた

めには、 新設の総合人間学部を も含む全部局において、 新 しい教養教育 と しての全学共通科 目 を

一つで も 二つで も 提供する 方向で積極的に努力する必要があ る点について は、 意見の一致をみた。

こ の点、につき、 現状では適 当 な担当者が必ず し も 全部局において期待できる と はいい難く、 ま

ず は教官の意識改革が先決であ り 、 高度 な「教養教育Jを実現する に は、 長期的視野の も と に漸

次的積み上げを図ってゆかねばな ら ない と の意 見 も あったが、 新たな試みに困難が伴 う のは当然

で、 新 しい学問的創造への「チャレンジJ を敢行 しよ う と す る 志 こ そ大切であ り 、 そう した気運

を全学的に醸成 し て ゆく必要があ る と の認識において全員一致 した。

(3） 全学共通科 目 （ 開講予定） の内容的照会について

各学部、 研究所、 センターが提供予定の全学共通科 目 については、 す でに平成3年 1 1月 と 平

成4年3月に予備的調査が行われたが、 教養教育 と し て の全学共通科 目 の趣旨について必ず し も

共通理解が得 ら れて いない為も あって、 内容的に教養科 目 であ る のか、 専門科 目 であ る のか不明

な も の も 多かったので、 改めて平成4年5月 2 6 日付けで、 各部局に対 し て第3次の照会を行い、

別紙（「平成5年度全学共通科 目 一覧表J ) （添付省略） のよ う な結果を得た。

しか し 、 よ り 充実 した全学共通科 目 の平成5年度開講に向けて、 総合人間学部の開講科 目 と 合

わせ、 内容面 で も事務処理上で も 、 今後なお前向きに全学的な調整が必要 と な る 。 また、 今回は

取 り 敢えず、 各部局が単独で開講する教養教育 （高度一般教育） と して の全学共通科 目 の調査に

終ったが、 平成6 年度以降は、 複数部局の協力・共同によ る 高度な教養科 目 の構想、が出 さ れて然

る べきであって、 総合大学な ら ではの特色あ る 、 し か も 多様性に富む新たなチャレンジ と して、

大いに奨揚 さ れてよい旨が話 し合われた。

(4） 教養科 目 の導入 と 教育内容の「精選J (exemplification） について
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新たな試み と し ての教養科 目 の導入は、 必ず し も カ リ キ ュ ラ ム の過密化を意味する も のではない。

各学部が4年一貫教育の中で独自の「教養科 目 J を構想するこ と は、 同時に「専門科 目 J をど う 考

えるか と い う こ と と必然的に関連するので、 学部教育全体の根本的見直 しに繋が らざる を得ない。

し た が っ て既存の教科 目 の う ち、 夫々の学部教育に と っ て何が「基本的J (fundamental） な教科

であるかを再吟味するこ と を通じて、 教育内容を「精選J し、 ルーティン的教科 目 を整理する必要

がある。 科学技術の急激な進展に伴 う 情報・知識の過剰の只中にあ っ て、 この作業 は今後ますます

不可欠 と な ろ う 。 そこに生ずる余裕を活用 して、 新たなチャレンジ と し ての教養科 目 の創出 に取組

むべきであ ろ う 。

のみな ら ず、 この「精選Jの作業は、 各学部でどのよ う な学生を育成 しよ う と するか と い う 根本

問題 と も直結 している。 今や、 自 ら が 目 指すべき教育 目 標 と し て の「学生像Jを、 改めて自覚的に把

握 し直すべき時であ ろ う 。

以上要するに、 新たな「教養科 目 Jを構想する と い う こ と は、 暴寛、 学部教育の 目 標は何であ り 、

大学教育は如何に在るべきかを聞い直すこ と に連なる。 そ の意味 で も 、 先述の教養教育の実現 を め

ぐ り 、 先ずはそれを担当 すべき「教官サイドか ら の意識改革こそ先決だJ と の共通認識が得 られた

こ と は意義深い。

(5）教養科 目 の最低履修単位数について

今回の大学設置基準改訂による、 一般教育科 目 と 専門教育科 目 と の区分恥Hこ伴い、 やや も すれ

ば 1・ 2 回生に対 し、 よ り 多くの専門科 目 を配当するこ と と な り 、 結果的に、 従来の一般教育相当

科 目 の履修が狭め られるこ と に な り かねない。 こ う した一般的傾向を憂慮、 し て 、 教養科 目 に 関する

最低履修単位数を、 全学的な基準 と し て設定する必要があるので は ないか と の意見があ っ た。

けれど も 、 基準単位数を画一的に定めるのは、 現代学生気質による履修の方法・態度 と も 相侠っ

て、 却っ て形式主義に陥る危険も 無きに し も 非ずである。 し た が っ て、 京都大学全体 と し ての「教

養教育J重視の基本姿勢を何 ら かの形のガイド ラ イン と し て示す と 共に、 各学部におい て も 教養教

育の実施について格別の配慮、をするよ う 要諾するこ と で意見の一致をみた。

(6） 全学共通科 目 の教育英施体制について

20 

全学共通科 目 を実施するにあた り 、 学内規程等による制度的な定め をどのよ う にするかについて、

種々の議論が重ね られた。 その議論の過程で、 各学部及び人間・環境学研究科の第l、 第 2 専攻に

属する基幹講座に、 全学共通科 目 の実施協力を要請するこ と について も 慎重な検討が繰 り 返 さ れた。

その結果、 全学的協力体制を構築するこ と を基本に、 総合人間学部が全学共通科 目 の主要な部分

（ カ テゴ リ ー 2 及び3） を提供 し、 全学の新たな教養教育 と し て の高度一般教育の実施に責任 を も

っ と の共通理解が得 られた。 そ し て、 全学的協力体制を構築するにあた っ ては、 その成立の経緯か

ら し て特別 の立場にある人間・環境学研究科 と 総合人間学部 と の問で、 実施協力についての合意が

望まれるこ と 、 また総合人間学部にお ける専門教育の実施、 人間・環境学研究手いの協力、 更には

現毅養部に比 して の教官定数の減少 も あ っ て 、 総合人間学部教官の教育負担の増大が避け ら れない

と こ ろ か ら 、 各学部、 研究所及びセンタ一等の高度一般教育への積極的な協力が必要である と い う

点で、 意見の一致をみた。
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(7） 全学共通科 目 の全学的調整を行 う 恒常的機関について

平成5年度以降、 全学共通科 目 を全学的に企画・調整・運営すべき恒常的機関 と し て の委員会の

必要性、 その位置付け、 構成等について検討を重ねた結果、 次に示すよ う な原案を策定 した。

京都大学教育課程委員会（仮称） の委員構成（案）

教育課程委員会は、 総長を委員長 と し、 次の各号に掲げる委員で組織する。

各学部長

一 学部の教授又は助教授 各一名

一 大学院人間 ・ 環境学研究科長

四 大学院人間・環境学研究科の教授又は助耕受 ー名

玉 研究所長及びセンター長 若干名

なお、 委員会規程等に関 し て考慮すべき事項 と し て、 次の各項がある。

① 構成員総数が 2 5名以上に達するので、 同委員会に カ リキ ュ ラ ム に関する実務的な専門部

会ない し専門委員会を設ける。

② 規程中に、 例えば 「京都大学における全学共通科 目 を め ぐる全学的企画・調整・運営 を円

滑に行 う ために」 と い った趣旨を明示する こ と が望ま しい。

③ (6） で述べた趣旨に も と づいて、 本委員会規程の第 1条に次の 目 的条項を置く こ と が望ま

しい。

「京都大学における高度一般教育 を、 総合人間学部を実施責任部局 と し て全学的協力のも

と に円滑に行 う ため、 教育課程委員会を置く。 」

3. 4年一貫教育の実施方法について

(1） 時間割について

ア． 時間割は、 全学で共通の区分に従 っ て実施する必要がある。

イ． lコマを90分授業、 移動時間を15分 と する。

ウ． 共通時間割は次の時間区分による。

I限 8:45～10:15

E限 10:30～12:00

昼 食

E限 13:00～14:30

W限 14:45～16:15 

V限 16:30～18:00

(2） アカ デミック・ カ レンダーについて

ア． ア カ デミック・カ レンダーの全学的基準は一応あるが、 現実には、 その運用は学部でマチマチ

である。 全学共通科 目 を ス ムース に実施するには、 こ れを統一する必要がある。

イ． 平成5年度のカレンダーを も とに、 次のよ う な アカデミック・カ レンダーを提案する。
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入 学式 平成 5 年 4月9日（金）

前期授業 ’t 4月12日（月）～ 7月16日（金） 14週

夏休 み II 7月17日（土）～ 9月12日（日 ）

前期試験 II 9月13日（月）～10月 1日（金） 3週

後期授業 II 10月 4日（月）～12月24日（金） 12週

冬休 み II 12月25日（土）～平成6 年 l月9日（日 ）

後期授業 平成6 年 l月10日（月）～ 1月21日（金） 2週

後期試験 II 1月24日（月）～ 2月18日（金） 4週

こ のカ レンダーは、 週休2 日 制の実施、 及び前期 と 後期の授業期間 は14週ずつ確保する とρ う

こ と を前提 としてお り 、 大学設置基準にい う 試砂期間 を含めて35週の授業期間は確保 さ れている。

なお、 こ の カ レンダーは原則を示す も のであ り 、 各学部の特殊事情に応じて柔軟性を持たせる

余地を残すも のである。

(3） 全学共通科 目 の管理について

22 

ア． 全学共通科 目 の管理プロセ ス は、 おおまかにい っ て、 ①受講登録 ②登録の電算入力 ③講義

④試験⑤成績の電算入力⑥成績の保管の6 段階に分け られる。 こ の う ち、

① と ②は総合人間学部

③ と ④は提供部局 （ただ し、 提供部局に適 当 な教室が見当 ら ない時は、 他の部局で相互に融

通 しあ う 。 ）

⑤は総合人間学部

⑥は各学部

で扱 う 。

イ． こ の方法は、 さ しあたっての暫定措置 と する。

ウ． 全学共通科 目 の履修案内は、 各部局の案内 と は男IJにま と めて 1冊にする。 将来は外国の大学の

よ う に、 各部周の案内 をBulletinの形にま と めてl冊にするのがよい。

エ． 全学共通科 目 、 学部科 目 、 大学院科 目 も含めて、 京都大学で開講さ れているすべて の講義を、

統一コード化する必要がある。

(4） ク ラ ス制度について

1回生の語学に と に初修の語学）、 1回生の数学、 実験な どの講義のためには、 何 ら かの人数上

の単位があ った方が効率的である。 その意味でのク ラ ス制は残す。 それ以外の講義で は、 必ず し も

ク ラ ス制は必要ではない と い う こ と が判明 した。

(5） 学生・厚生関係の事務について

ア． 1・ 2 回生の学生・厚生関係の事務に関 し て は、 さ し あた り 総合人間学部が こ れ ら の業務を行

う こ と と して、 問題点が出ればその時点、で再検討する こ と と する。

イ． 証明書の発行業務について も 上述 と 同じ扱い と する。

ウ．試験の不正行為の取扱いについては、 少 し難 しい問題が発生する可能性がある。 なぜな ら、 試
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験の監督部局 （ さ ら に は監督者の所属部局） と 、 試験を受け て いる 学生の所属部局が同一でない

ケー ス があ り う る か ら であ る 。 そ こ で、

① 試験の不正行為の発見 と 学生に対す る 調書の作成は、 監督者の立会いのも と に試験車督部局

が行 う 。

② その結果を学生の所属部局に通知す る 。

③ 各部局は、 それぞれの基準に基づいて学生 を処分す る 。 そ の場合、 処分に際 し て は、 学生の

所属部局が改めて 当人を呼び出 し て事情聴取を 行 う な ど、 慎重な配慮、が必要であ ろ う 。

なお、 全学共通科 目 のカ リ キ ュ ラ ム を編成する にあた り 、 総合人間学部の開3僻 目 と 各学部の開講科

目 と の調整の必要か ら 、 平成 5 年度に各学部で開講さ れる 1 ・ 2 回生向けの科 目 名 及び時間数の照会を

行 っ て い る が、 その回答が揃い次第、 基礎教育科 目 等の実施に 関す る 総合人間学部教官の負担の調整等

も 含めて、 具体的な実施策の検討に入る も の と す る 。
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1 9 9 2 年 7 月 7 日

自 己評価等調査検討専門部会

部会長 朝尾直弘

自 己評価等調査検討専門部会報告

別紙 2

本部会は、 京都大学に お け る 教育研究活動等の点検及び評価の在 り 方 に つ い て検 討 を 行

っ て ま い り ま し た が、 こ の た び成案が得 ら れ ま し た ので 、 本部会の答申 と し て こ こ に報告

し ま す 。

自 己 評価等調査検討専門部会答申

1 組織 と 体制

A 全学的委員会等

1 ） 大学の 自 己点検 ・ 評 価 は 、 そ の結果 を 活用 し 、 大学全体 と し て の将来構想や将来

計画に反映 さ せ る こ と を 目 的 と し て い る 。 し た が っ て 、 総長 を 委員長 と す る 全学委

員会 「 京都大学 自 己 点、検 ・ 評価委員会 〈 仮称〉 」 を 設 置 し 、 本学の理念 ・ 目 的 を 検

討 し 、 そ の 時 々 に お け る J点検 ・ 評価 の 課題 を 明 ら か に し つつ 、 企画 ・ 立案 ・ 運営の

全般 に わ た っ て 責任 を も た せ 、 点検 ・ 評価の結果の公表 に も 当 る も の と す る 。

2 ） 自 己点検 ・ 評価の実施 に 当 つ て は 、 上記 「 京都大学 自 己点検 ・ 評価委員会 」 は 、

点検 ・ 評価項 目 を 設定 し 、 「 自 己 点検 ・ 評価実行委員 会 〈仮称〉 」 を 設 置 し て 、 各

項 目 に つ い て の点検 ・ 評価の実施 と 、 部局委員 会 と の連絡 ・ 調整に 当 ら せ 、 点検 ・

評価報告書 の 素案 を 作 成 さ せ る 。

3 ） 上記 2 つの全学委員 会 と 部局 委 員 会 に よ る 組織が正常 に 機能 し 、 点検 ・ 評価 が 円

滑に実施 さ れ て い る か否 か に つ い て 、 調査 し 、 提言 を 行 う 機関 「 自 己 点検 ・ 評価調

査会 〈仮称〉 」 を 置 く も の と す る 。

4. ） 全学委員会 の 事 務 を 補佐す る た めの組織 は事務局が担 当 し 、 点検作業等の事務的

業務 に 当 る 。

B 部局 の委員会等

1 ） 各部局 は 、 自 己点検 ・ 評価 の た め の組織 「部局 自 己 点検 ・ 評価委員会 〈 仮称〉 」

を 設置 し 、 点検 ・ 評価 項 目 、 実施要項等 を 作成 し て 、 J点検 ・ 評価 を 行 う 。

2 )  「部局 自 己 点検 ・ 評価委員会 」 は 、 全学の点検 ・ 評 価 に 関 し て は 全学委員会の示
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す課題に即 し 、 定め ら れ た 項 目 に 沿 っ て 的確な点検 ・ 評価 を 行 い 、 「 自 己点検 ・ 評

価実行委員会」 に 報告す る も の と す る 。

3 )  「部局 自 己点検 ・ 評価委員会」 は 、 「 自 己点検 ・ 評価実行委員会 」 と の連絡 を 密

に し 、 大学 と し て の点検 ・ 評価活動 が円 滑に機能す る よ う 努め る も の と す る 。

4 )  「部局 自 己点検 ・ 評価委員会」 は 、 部局の全て の機成員の意見 を 反映 ・ 集約で き

る よ う に組織 さ れ る こ と が望 ま し い 。

以上の諸点を図示す る と 、 別紙 1 の よ う に な る 。

2 自 己点検 ・ 評価項 目 〈別紙 2 )

こ の項 目 表 は、 さ し あ た っ て考 え ら れ る 主要な項 目 を 、 全学 と 部局 に 分 け て検討 し た 結

果 を 示 し た も ので あ る 。 当初か ら こ れ ら のす べ て に つ い て点検 を 実施す る こ と は不可能で

あ り 、 項 目 に よ っ て は相 当の年数を経て初め て資料 と し て取 り 上げ る こ と の で き る も の も

含 ま れ て い る 。 ま た 、 部局の項 目 に つ い て は 、 一つの指針と し て 掲げ た も の で 、 部局が 自

ら の点検 ・ 評価活動 に 際 し 、 部局独 自 の項 目 を 設定 ・ 追加す る こ と は む し ろ 望 ま れ る と こ

ろ で あ る 。

3 自 己点検 ・ 評価の実施に い た る 手続 き に つ い て

京都大学に お け る 教育研究活動を絶え ず 自 己点検 し 、 評価を 行 い 、 そ れ を 将来の活動に

生か し て い く こ と は 、 今 日 の状況の も と で い よ い よ 必要 の度 を 増 し て き て い る 。 こ の答 申

は 、 本学の特色を生か し た 真に脊意義な点検 ・ 評価 を 円滑に実施す る た め に 、 当 面の指針

を 示 し 構成員の コ ン セ ン サ ス を 確保す る こ と を 目 的 と し て 、 部会の検討結果 を ま と め た も

ので あ る 。

し た が っ て 、 実施 に 当 つ て は 、 全学組織 に つ い て の更に細部 に わ た る 検討 と 、 各部局に

おけ る 組織や評価項 目 等の具体化、 並び に深化が要請 さ れ る 。

こ の た め に、 全学的組織 と し て 「 自 己点検 ・ 評価実肱準備委員会 （仮称〉 」 を 設置 し 、

各組織の構成や実施規程の作成、 及び各部局 と の組織的な連絡な ど 、 具体的な実施準備 に

入 る こ と が必要で あ る 。
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別紙 1

自 己点検 ・ 評価調査会総長 （委員長〉

自 己点検 ・ 評価委員会
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別紙 2 京都大学 に お け る 自 己点検 ・ 評価項 目

全学の 自 己点検 ・ 評価項 目 部局の 自 己点検 ・ 評価項 目

1 大学 ・ 部局の哩念 ， 現状等

①京都大学の理念 ， 現状 ， 目 標

②総合大学 と し て の機能 と 将来構想

2 教育活動

1 ） 目 的 目 標

①京都大学の学部教育の 目 標

② 同 大学院教育 の 目 標

2 ） 学生の受入

来 学生募集 と 広報活動

＊ 入学試験

①選抜の基本方針 と 選抜の方法

②追跡調査

③社会人 ・ 帰国子女の受入

④転学部等の全学的状況

⑤留学生の受入

3 ） 教育課程

ヨド 京都大学の教青組織

コド カ リ キ ユ ラ ム の編成方針

①全学共通科 目

②学部科 目 〈 細 部 は 学部 で 〉

③大学院科 目

①部局 の理念 ， 現状 ， 目 標

②部局の将来構想

1 ） 目 的 目 標

①学部の教育 ・ 指導 目 標

②大学院の教育 ・ 指導 目 標

2 ） 学生の受入

＊ 入学試験

①選抜の方針 と 入 試の方法 ， 広報

②学生定員の充足 と 志願状況

③社会人 ・ 帰国子女の受入

＠転学部 ・ 編入学 ・ 転学科等

⑤院生の 出身大学 ・ 学部

⑥追跡調査

⑦留学生の受入

3 ） 教育課程

＊ 学科 ・ 専攻の編成等

＊ カ リ キ ュ ラ ム の編成方針

〈学部 ・ 大学院科 目 を 中心 に 、 全学共

通科 目 に も 触れ る 〉

＊ 授業計画 ｜ 米 授業計画
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①科 目 と 教員の配置 く分担〉

②全学共通科 目

③学部科 目

④教養科 目

⑤大学院科 目

米 単位数 ・ 単位の計算方法 ， 授業時間等

の調整

4 ） 教育指導

本 履修指導 と そ の方針

＊ 非常勤講師任用 の方針

＊ 留学生の学習 指 導

＊ 外 国へ の留学制度 〈大学問 ． 部局 間 〉

＊ 内外 の単位互換制度

5 ） 学生生活

不 厚生補導

①各種奨学金の制度 と 利用状況

②授業料減免の方針 と 選考

③学生の住宅事情

④売店 ・ 食堂等

⑤学生の生活実態

⑥学生の健康管理

⑦学生相談室等

⑤学生部委員会

＊ 課外活動

コド 単位数 ・ 単位の 計算方法 ， 授業時間等

の調整

4 ） 教育指導

コk 履修指導 と そ の方針

＊ 授業 〈 講義 ・ 研究 ・ 演習 ・ 実験 ・ 実習

等 〉 の遂行状況 ， 目 標達成度

＊ 教育 課程の再点検 と 活性化

米 非常勤講師の任用

コ在 学生 の単位履修状況

＊ 論文指導

コド 研究指導 と 学位審査方針 ・ 基準

＝駐 留学生の学習指導

米 外 国への留学制度 と 利用状況

＊ 内外 の 単位互換制度 と 利用状況

5 ） 学生生活

①奨学生の選考

②授業料減免の選考

③就職指導
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①指導の方針

②施設の状況

③各種の団体 ・ ク ラ ブ等の状況

6 ） 教育成果

＊ 学位授与数

＊ 就職 ・ 進学状況

＊ 学生 の卒業 ・ 留年 ・ 休学の状況

涼 卒業後の活動状況

3 研究活動

1 ） 京都大学の研究活動

①京都大学の研究活動の 在 り 方 、 目 標

②研究組織の特徴、 ヴ ィ ジ ョ ン

③全学的共同研究

④共同 利用施設の利用状況

⑤科学研究費の採択件数 と 配分金額

＠各部局 に お け る 成果の公表形態 〈 そ

の紹介〉

＠研究上の ト ピ ッ ク ス

2 ） 学内の研究支援体制

3 ） 研究活動 に 関 す る 全学委員会 〈組換え

D N  A実験安全委員会、 動物実験委員

会 、 発明審議委員会等〉

〈研究面の 国際交流〉

4 診療活動

6 ） 教育成果

＊ 学位授与の状況

家 就職 ・ 進学状況

来 卒業 ・ 留年 ・ 休学の状況

＊ 卒業生の状況

1 ） 部局の研究活動

①部局 の研究活動の在 り 方、 目 標

②研究組織 と 将来構掴

③研究状況 と 業績

④学会活動、 受賞の状況

⑤科学研究費等研究助成の状況

＠内外の共 同 研究

⑦部局 に お け る 要覧 ・ 紀要等の刊行

＠特別研究員等の採択 ・ 受入状況

2 ） 研究支援体制の状況 （補助員等〉

3 ） 研究活動の周辺

①施設設備の安全管理 と 保守点検

②発明 ・ 発見 ・ 特許等の状況

＠施設設備の整備計画

〈 部局 で の研究の国際交流〉

29 
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5 教員組織

1 ） 学部 ・ 大学院の教官配置数

2 ） 病院の教官

1 ） 大学の意思決定機構

①総長 〈選出方法〉

②部局畏 〈 選出方法〉

6 管理運営

③部局長会議 〈総長補佐、 京大の特色〉

④評議員 〈 選出方法〉

⑤評議会 〈最高決議機関〉

⑥大学院審議会

⑦各種委員会 〈構成 と 活動状況〉

＠学生部長 ・ 附属図書館長 〈 選出方法〉

⑨ 自 己点検 ・ 評価委員会

2 ） 事務組織

＊ 大学活動の支援機構

①事務組織の構成 と 職務

②技術職員の構成 と 職務

③研究支援職員の構成 ・ 研修状況

＊ 事務局 と 各部局事務 と の連携

1 ） 部局の人員配置

2 ） 探用 ・ 界任の選考基準 と 選考方法

3 ） 非常勤講師の数と 選考基準 ・ 選考方法

4 ） 他大学等 と の人事交流

5 ） 女性教員

6 ） 外国人教員

7 ） テ ィ ー チ ン グ ・ ア シ ス タ ン ト

1 ） 部局の意思決定

①教授会の構成

②部局長の選出

③各種委員会 と 委員の選出

④教官の全学の管理運営へ の参加状況

⑤ 自 己点検 ・ 評価の た め の組織 と 実施状

i兄

2 ） 部局の事務組織

①事務組織の機構

②技術組織

③教育研究支援の状況

-4 18 -



報一広一大一京一

政財ウ，

1 ） 予算

①予算の編成 ・ 執行 〈 評議会〉

②概算要求事項 〈 決定 ま で 〉

③予算の総表 と 動向

2 ） 学外資金

①受入 に 関 す る 大学の方針

②種類別 ま と め

③外部資金の 受入状況

④科学研究費補助金等の採択状況

3 ） 教育研究学内特別経費

4 ） 研究費の動向

1 ） 予算

①予算の執行 ・ 配分

②概算要求事項の決定

③予算の動向

2 ） 学外資金

①受入の手続 き 等

②種類 と 受入状況

③科学研究費補助金

3 ） 教育研究学内特別経費の配分

8 施設設備

1 ） キ ャ ン パ ス の配置 と 将来計画

2 ） 施設設備の状況

①施設設備の現状

②将来計画

③老朽施設 ・ 設備 〈 建築費の動向〉

3 ） 環境問題

①学内環境の現状 と 整備方針

②施設設備の安全管理体制及び整備運用

状況

1 ） 施設設備の維持管理

①庁舎管理

②実験 ・ 実習設備の充足状況

③実験 ・ 実習 設備の安全 ・ 防災対策

④危険 ・ 老朽建物

2 ） 部局の環境

①教育研究上の観点 よ り み た 施設設備

②教育研究及び学園生活か ら み た 環境

3 ） 将来計画

9 学術情報

1 ） 方針 と 将来計画 I I ） 部局の方針 と 計画

2 ） 附属図脅館 I 2 ） 部局図書館 ・ 博物館 ・ 資料館等

- 4 19 - 31 
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①組織 と 管理運営の状況

②中央図書館 と 部局図書館 と の連携

③図書館の利用 サ ー ビ ス ・ 利用状況

④蔵害 ・ 資料等 ω収集 ・ 保存 ・ 整備

⑤学内 ラ ン ・ 情報 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム

サ ー ビ ス と 利用 状況

3 ) K U I N S 

① シ ス テ ム と 利用状況

②基盤整備の状況

1 ） 基本方針

2 ） 組織

①国際交涜委員会

②留学生セ ン タ ー

③国際交涜諜

④学生部留学生課

3 ） 活動

1 0 国際交涜

①大学問学術交涜協定等 、 海外学術交涜

の方針並び に状況

②海外派遣 と 招 へ い （ 京都大学後援会、

文部省在外研究員 、 日 本学術振興会〉

③外 国人研究者 ・ 教員 ・ 留学生の受入状

況並び に留学生の学位授与状況

④国際学会 ・ 国際研究集会 ・ 国際 シ ム ボ

ジ ウ ム の開催状況等

⑤そ の他 （ Ne1.1s l ette 「 な ど 〉

ll ） 宿舎等施設

①国際交涜会館委員会

420 

①運営の状況 〈図書委員会等〉

②教育研究 と の 関連、 サ ー ビ ス と 利 用 の

状況

③蔵警 ・ 資料等 の収集 ・ 保存 ・ 整備

④施設 ・ 設備 ・ 機器の状況

3 ) K U I N  S の活用

①基盤整備

②利用 の状況

1 ） 部局の交涜方針 と 組織

2 ） 活 動

①海外の大学 ・ 研究機関 と の教育 ・ 研究

交涜並びに支援活動

②外国人共同研究者等の受入

③学生 ・ 院生の海外留学 ・ 研修

③留学生の受入 ・ 同 計画

3 ） 施設 ・ 支援体制等
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②国際交涜会館 （修学院 ・ 宇治）

③その他 〈ボラ ン テイ ア活動な ど 〉

1 1 社会 と の連携

1 ） 基本方針

2 ） 民間 と の共同研究 ・ 受託研究の状況

3 ） 教官の学外 で の活動 〈国 ・ 地方公共団

体等の審議会 ・ 委員会等へ の参加〉

4 ） 公開講座 ・ 市民講座

5 ） 施設の公開 （展示等〉

421 

1 ） 部局の方針

2 ） 民 間 と の共同研究 ・ 受託研究

3 ） 教官の学外活動

4 ） 公 開講座 ・ 展示 ・ 市民相談等

33 
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教 育 課 程 等 特 別 委 員 会 等 委 員 名 簿 資料 1

所 属 ，昌A勾 職 氏 名 教 育 課程等 自 己書留等書査 カ リ キ ユ ラ ム 等
特 別 委 員 会 制専門部会 制専門部会

文 学 部 教 授 朝 尾 直 弘 @ 3 .  7 . 1 6 ～  ！女
助教授 豊 田 昌 倫 。 II 。

教 育 学 部 教 授 高 木 失 明 0 3 .  7 . 1 6 ～4 . 3 . 31 。
II 平日 田 修

一 0 4 .  4 .  1 ～  。一
II 田 中 昌 人 0 3 .  7 . 1 6 ～  。
II 岡 田 渥 美 b II 。

怯 学 部 II 鈴 木 茂 嗣 。 II 。
II 回 中 成 明 p II 。
II 奥 田 昌 道 。 II 

経済 学 部 ” 本 山 美 彦 。 II 。
II 野 村 秀 平日 。 II 。

理 学 部 II 鎮 西 清 高 。 II 。
” 丸 山 正 樹 。 II 。
II 贋 田 裏 。 II 。

医 学 部 II 弁 村 裕 夫 0 3 .  7 . 1 6-3 . 1 2 . 1 5 
II 佐 々 木 手口 夫 0 3 . 1 2 . 1 6 ～  。
II 武 部 啓 0 4 .  1 . 1 0 ～  。
II 福 井 有 公 0 3 .  7 . 1 6 ～  。

薬 学 部 II 横 山 陽 。 II 。
II 市 川 厚 。 ’t 。

工 学 部 II 中 J I [  博 次 。 II * 
II 西 J I [  緯 － 。 II 。
II 荻 野 文 丸 。 II 。

農 学 部 II 久 馬 一 岡U 1大 II 

II 久 野 英 二 。 II 。
II 西 村 博 行 p 3 . 1 1 .  1 ～  。

教 養 部 II 木 下 富 雄 。 3 . 7 . 1 6 ～  。
II 青 木 伸 好 。 II 。
II 河 野 敬 雄 。 II 。

化 学 研 ，， 松 井 正 和 。
f吋hu 所
食 料 科 学 II 鬼 頭 3成 。
研 究 所
人 文 科 学 II 野 手口 子 。
研 究 所
ア フ リ カ II 掛 谷 3成 。
地域研究
セ ン タ ー
備 考

l ， 専 門部会 の 委 員 は 平 成4年4月 l 日 現在 を 示 す 。
2 ,  ＊ は委 員 長 又 は 専 門 部 会 長 、 。 は 副 委 員 長 又 は 職務代行 者 を 示 す 。
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資料 3教育課程等特別委員会及び専門部会における審議の終過

［教育課程等特別委員会］
開催 日 等 ｜ 審 議 事 項 等
第 l 回 I · 委員長及び副委員長の選出等について
(3 . 7. 23)1 ・ 今後の検討謀題、 検討方法等について

第 2 回 卜 今後の検討課題、 検討方法等について
( 7 .  2 9 )1 制色合人間学部構惣、について

②教育研究の高度化に関する調査研究会の
活動について

③一般教育の理念について
④大学の 自 己評価の在 り 方について

第 3 回 卜 一般教育の理念について
< 9 . 1 0  )I ・ 委員会の今後の進め方について

①平成4 年度の管定的カ リ キ ュ ラ ムの編成
について

②平成 5 年度以降の 4 年一貫教育カ リ キ ュ
ラムの編成について

③大学設置基準等の改定に 伴 う学内諸規程
の整備について

・ 自 己評価等調査検討専門部会の設置について
・ 合格証書 （学位記） の傑式について

第 4 回 卜 一般教育の理念について
( I o. l )I ・ 自 己評価等調査検討専門部会の設置について

・ 大学設置基準等の改定に伴 う 学内諸規程の整
備について

第 5 回 I · 自 己評価等調査検討専門部会の設置について
( I 0. 22)1 ・ 大学設置基準等の改定に伴 う 学内諸規程の整 1 1<

備について
・ 平成 5 年度以降の 4 年一貫教育カ リ キ ュ ラ ム
の編成等について
・ 平成4 年度の省定的カ リ キ ュ ラ ムの編成につ

開催 日 等 ｜ 審 議 事 項 等
（牛等及び科 目 区分の名称、について

－ 本委員会における今後の検討課題等について

第 8 回 卜 京都大学通則 ・ 学位規程の改正等について
(4 . 2 .  1 2 )1 ・ 大学設置基準等の改正に伴 う学内諸規粍の整

備について
・ 本委員会の中間報告：嘗の作成について

第 9 回 卜 本委員会の中間報告書の作成について
( 3. IO� ・ 平成 4 年度管定的カ リ キ ュ ラ ムの編成に伴 う

学部規艇の改正について

第 I 0 回 卜 各部会における検討状況について
< 1.  1 )I ①自 己評価等細企検討専門部会の検討状況

について （専門部会報告を承認）
②カ リ キ ュ ラ ム等検討専門部会の検討状況

について
－ 大学設置基準等の改正に伴 う学内諸規程の整
備について

第 I I 回 卜 カ リ キ ュ ラ ム等検討専門部会の検5、I状況につ
( 8. 25� いて

・ 大学設置基準等の改正に伴 う学内諸規程の整
備について

－ 報告書のと り ま と めについて

第 I 2 図 卜 カ リ キ ュ ラ ム等検討専門 部会の検討状況につ
9. 8 )j いて （専門部会報告を承認）

－ 大学設置J基準等の改正に伴 う学内諸規律の整
備について

・ 報告書の と り ま と めについて

整の粍規諸内山『
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て
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つ
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に
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の
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等
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置
い
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設
つ
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山干
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大
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報

回
幻

第
専るすJ1

 
検てつ世一守方

亡
Mソ
γ

一一
引

－
り
細

h
の

て
UY

除

い
カ
肘M

第 6 回 ｜ ・ カ リ キ ュ ラ ム等倹討専門部会の設置について
( 1 1 . 1 2 )1 ・ 自 己評価等調査倹討専門部会及びカ リ キ ュ ラ

ム等検討専門部会の委員権成並びに部会長 ・
同代行者等について

・ 今後の本委員会及び専門部会の運営等につい
，， 
� 

・ 平成4 年度の暫定的カ リ キ ュ ラ ム及び平成5
年度以降の 4 年一貫教育カ リ キ ュ ラ ムの編成
等について

第 7 回 卜 「学位記J について
(4. I .  14'A ・ 各部会における倹討状況について

－ 平成4 年度暫定的カ リ キ ュ ラ ムの編成に伴 う
各学部における一般教育相当科目等の卒業要
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［ 自 己評価等検討専門部会］
開催 日等 ｜ 審 議 事 項
第 1 回 卜 部会長織務代行者の指名
(3. 1 2 .  3)1 ・ 今後の進め方について

等 開催 日 等 ｜ 審 議 事 項 等
①全学共通科目の実施方法 ・ 実施体制につ

いて
②各学昔前の 4 年一貫カ リ キ ュ ラ ム編成につ

いて
・ 専門部会の審議経過の取 り ま と め （中間報告）

第 2 回 卜 審議の進め方について
(4. I .  7 ) 
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第
（

第
（

第
（

第
（

第
（

第 1 0 回 卜 各分科会（第一分科会、 第二分科会） におけ る
［カ リ キ ュ ラ ム等検討専門部会］ I < 1. z4)I 検討状況について
開催 日 等 ｜ 審 議 事 項 等
第 1 回 卜 部会長験務代行者の指名について H 第 1 1 回 卜 専阿部会報告 （案） について
(3 .  1 1 . 25)1 ・ 今後の進め方について 1 1 < s. 2 1  )I ・ 全学共通科目 の開講の照会等について

①平成4 年度の瞥定的カ リ キ ュ ラ ムの編成 ｜ ｜ ｜ 
について 日 第 1 2 回 卜 専門郎会報告 （案） について

②検討諜題等についてフ リ ー 卜 ー キ ン グ 日 （ 8.  2 6 )  

第 2 回 卜 平成4 年度管定的カ リ キ ュ ラ ムの編成に関す H 第 I 3 回 卜 専門部会報告 （案） について
( 1 2 . 13)1 る調整について 1 1  < 9. 1 ) 

①各学部における平成4 年度の一般教育栂
当科目等の卒業要件等について

②科目 区分の名称について
－ 平成5 年度以降の 4 年一貫カ リ キ ュ ラ ム編成
に伴う 諸問題について

第 3 回 卜 平成4 年度暫定的カ リ キ ュ ラ ムの編成に闘す
(4. 1. 10)1 る調整について

①各学部における平成4 年度の一般教育十日
当科目 等の卒業要件等について

②科目 区分の名称、について
③学修指針 と教養部案内について

－ 平成5 年度以降の 4 年一貫カ リ キ ュ ラ ム編成
等に伴 う 諸問題について

第 4 回 卜 平成5 年度以降の 4 年一貫カ リ キ ュ ラ ム編成
( 1. 3 1 )1 等に伴 う 諸問題について

第 5 回 卜 平成5 年度以降の 4 年一貫カ リ キ ュ ラ ム編成
( 2 .  24)1 等に伴 う 諸問題について
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耳元rot 5 壬手三 E由E ぎ� 今t 会与 えE白 禾斗 目 一一 ，歯E 雲毛

1量 ,I\ 聞 自 科 目 区 分 名

留学基礎論 教 実 科 目

倫理学基礎諭 ，， 

倫理学基鑓論 ” 

科学姶 ・ 科学史基礎鎗 ，， 

芸 術学慈礎姶 ，， 

東洋美術史 ” 

西洋史学慨論 ，， 

西洋社会思想史選総論 ，， 

法学占喜礎論 JI 

憲法 ，， 

日 本国憲法 II 

政治学基鑓鎗 ，， 

経済学』E礎論 ，， 

社会統計学基礎論 ，， 

社会統計学実習 II 

教育学1'礎鎗 II 

精神病理学基礎鈴 ，， 

社会学基礎諭 ，， 

人 文 地理学益礎給 ，， 

地域地理学基礎除 II 

人間 存在原鎗 耳平門基礎 科 目

敏 美 科 目

行 動 規範論 II 

人 間 形成史論 II 

人 間 存従給基礎ゼ ミ ナ ー ル I ，， 

人間存在論基礎ゼ ミ ナ ー ル 日 " 

人間存在諭基礎ゼ ミ ナ ー ル 日｜ ，， 

人間存在論基礎ゼ ミ ナ ー ル I\ II 

人間 存在諭1'i理ゼ ミ ナ ー ル V II 

人 間 関係原鎗 II 

制度 と 行動 II 

数 . 社 会 分 析 II 

精神病理学 . t’ f申 分 析さ芋 ，， 

数量社会分折 演 習 ，， 

社会的制度論 演 習 II 

人 間 形成論基 礎 ゼ ミ ナ ー ル II 

精神病理学 ・ 精 神 分 析学基磁 ” 

ゼ ミ ナ ー ル

創造行為総論 ，， 

舞 台 芸 術論 II 

科 目 分額

A 隣 科 目

II 

II 

1・

II 

II 

II 

II 

II 

II 

t・

，， 

II 

，， 

，， 

II 

II 

II 

II 

，， 

II 

，， 

II 

，， 

II 

,, 

II 

II 

” 

,, 

” 

，， 

，， 

II 

，， 

II 

II • 

，， 
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単位数

4 

4 
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4 
4 
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4 
4 

4 
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4 

4 

4 

4 
4 

4 

4 
4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 
4 
4 

4 

4 

期 問

通 年

II 

II 

II 

II 

II 

，， 

II 

，， 

，， 

半 期

通 年

，， 

” 

，， 

，， 

，， 

II 

II 
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II 

，， 

II 

II 

‘’ 

II 

II 

II 

II 

II 

II 

II 

II 

II 

，， 

” 

II 
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平成 4 年 9 月

対 象 学 生 備 事， 
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II 

II 

II 

II 
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II 

II 

，， 

II 

，， 

II 

II 

II 

，， 

II 

II 
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，， 
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II 
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II 
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，， 

II 

II 

II 

II 

II 

II 
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，， 

II 

’F 

II 

2 回生以上
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後 供 部 局 t費 • 題 目 科 目 区 分 名 科 目 分類 単 位 数 期 問 対 象 学 生 !I 考

映像芸術姶 専門遺書礎 科 目 A 群 科 目 4 通 年 2 回 生 以上
教 養 科 目

芸 術交流蛤 前 ，， 4 ，， ，， 

舞台芸術給基鳴ゼ ミ ナ ー ル II II 4 II II e n 科 目 で も あ る

映像芸術鎗基礎 ゼ ミ ナ ー ル ” II 4 II II II 

芸 術交流給基礎 ゼ ミ ナ ー ル I n II 4 ” II II 

芸 術交流拾 演習 ，， II 4 ，， // II 

表現主綾芸術愉�＇理ゼ ミ ナ ー II II 4 ，， II II 
ノレ

創造ル ネ ァ サ ン ス 鈴主主礎 ゼ ミ • II 4 II l 回 生以上
ナ ー ル

歴 史地繊情造鎗 H II 4 H II 

都市空間鎗 n II 4 ，， ” 

村落空 間 鎗 II II 4 ” ，． 

比較地蟻柵造鎗 ，， II 4 ，， II 

生活環境情成笛 A ，， ’一， 2 前 期 ” 

生活環境構成輸 B ，， II 2 後 期 ，， 

生活空間論 ，， ” 4 通 年 縫 B 群科 目 で も あ る

地織構造蛤JIUl A ，， ” 2 前 期 " 

地量産構造諭..統 B II ，， 2 後 期 ，， 

地図学基礎ゼ ミ ナ ー ル A ，， ，， 2 前 期 " 

地図学基礎ゼ ミ ナ ー ル B ” ，， 2 後 期 II 

社 会 ・ 経I斉 シ ス テ ム原 詰 II II 4 通 年 II 

社会情報形態姶 ，， ，， 4 ，， II 

社会情報利 用除 II ，， 4 II II 

政策評価蛤 ” II 4 II n 

契約関係原理鈴 II ” 4 ，， ” 

社 会 ・ 経 済 シ ス テ ム原鎗基磁 II n 4 II ，， 

ゼ ミ ナ ー ル

環境政策論基礎 ゼ ミ ナー ル " ’F 4 ，， ，， 

契約関係原理鎗�礎 ゼ ミ ナ ー II II 4 II ，， 
JI-

労使関係輸基礎 ゼ ミ ナ ー ル " ，， 4 II n 

政治理陰基礎ゼ ミ ナ ーJレ ，， II 4 II " 

政治行動論基礎 ゼ ミ ナ ー ル ，， II 4 ” ，， 

国際関係鎗 I i葺 礎 ゼ ミ ナ － ／L ，， ，， 4 II ，， 

国際関係除 目 基礎 ゼ ミ ナ － ／L ，， ” 4 ，， " 

宗教学基礎鎗 教 養 科 目 ’F 4 ’F n 

文学基礎蛤 n n 4 II ，， 

哲学基礎諭 ” ” 4 ，， ，， 

圏諸国 文学基礎治 ，， ，， 4 拘 ，， 

国 史学基礎鈴 ，， ，， 4 " ” 
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健 ｛民 郎 局 I費 業 題 自 科 目 区 分 名 科 円 分m 単 位 数 矧 r.n 対 象 学 生 ｛崎 ＃ ， 
漢文学1U理論 教 養 科 目 A 群 科 目 4 i面 午． l !ul 生以上
東洋史学基E理論 ，， ，， 4 ，， " 

東洋社会思 想 史 基 礎論 ，， " 4 ，， ，， 

西洋史学3基礎論 ，， ，， 4 ” ，， 

文 化 人 鎖乍 基礎論 II ，， 4 ，， ，， 

ギ リ シ ア 傾 ，， ，， 4 ，， ，， 

ラ テ ン 傾 " ，， 4 ，， " 
文 化基礎給 専 門 基 礎 科 目 II '1 " 2 回生以上

敏 美 科 目

文 化 自 然 側関論 " ，， 4 " ” 

象徴機能論 " ，， 4 " " 

文 化原 論 基 礎 ゼ ミ ナ ー ル l ，， ，， 4 " " c R干 科 目 で も あ る
文 化 人 煩学原論 " ，， '1 " l 間 生以上
社会 人煩学 " ，， '1 " ，， 

文 化 人類学調査実習 " ，， 4 " " 

文 化 人 類学 演 習 " " 4 ，， ，， 

社 会 人 額学 演 習 " ，， 4 ，， ，， 

近代 文明 形成拾 ，， ，， 4 ，， 2 間 生 以 上
文 明 形成論基礎ゼ ミ ナ ー ル l " ，， 4 " ，， c ff 科 目 で も あ る
現代文明総拾 ，， II 4 " ” 

君Z百 科学総論 " ，， 4 " ” 

言 語 科学 泉 崎 ゼ ミ ナ ー ル l ’J ，， 4 ，， " Of 科 円 で も あ る
文 芸 原論 " ，， '1 ，， " 

作品i間続 l ，， ，， 4 ，， ，， c R千 円 円 で も あ る
文 芸 論 議 礎 ゼ ミ ナ ー ル l " ，， 4 " " ，， 

日 本古 代 ・ 中 l世政治文化論 ，， ，， 4 II 1 同 生 以 上
日 本 文学様式論 ，， " 4 " ，， 

日 本話情i宣 ・ 表現論 II " '1 ，， ，， 

日 本宗 教 史 給 II ，， '1 ，， ，， 

日 本 古 代 ・ 中 世 政 治 文 化 論 ，， " 4 " " 
演習

日 本 史 文献lll税 II ，， 4 ，， ，， 

中 国歴 史 風土論 ，， ，， 4 II " 
中 国 文字文化論 ’I II 4 " " 

中 国 宗教社会論 演習 ’f ，， 4 ，， ，， 

中 国 社会論文献1降続 // II 4 ，， ，， 

中 国 古 典 講 醗 ’I II 4 ，， ，， 

ス ラ ヴ 文 化 形成給 II II 4 II 2 回生 以 上
ア メ リ カ 文 化 ・ 社会論 ，， ” 4 II ，， 

ア メ リ カ 政治 ・ 文 化 史論：！.！；＜！ II ，， 4 ，， ，， 

ゼ ミ ナ ー ル l
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西 欧 文 化 社 会 給 基礎 ゼ ミ ナ
ー ル l

ア メ リ カ 文 化 . tt 会 論 ぷ 礎 セ
ミ ナ ー ル

ア メ リ カ 風 上 ・ 思 .＼！＇.論某礎ゼ
ミ ナ ー ル

� ＇ � 文 明 治 �礎 ゼ ミ ナ ー ル l

現 代 文 明 論 ぷ 鍵 ぜ ミ ナ ル fl

言絹 科学ぶ礎 ゼ ミ ナ ー ノレ n

心f型学書E礎諭

感覚知覚情報論

認知発達論

言詩情報論

社会的コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 論

集団 シ ス テ ム論

行 動 科学実験 l

行動科学実験 日

国学 八

図学 日

関学実習 八

図学実 習 B 

生活空間諭

微 分 f費 分 学

微 分 f’分学 演 習

線 形代数学

数学基礎

数学基礎 演 習

自 然社会形態論

教埋思考論

微 分 f« 分学続論 A 

微 分 I« 分学続論 13 
線 形 代数学統治

統al数理 A 

統計数理 B 

情 報 科学

情報 科学 実 習

物理学泉礎通論 l

物理学基礎通論 H

物理学 益 礎 通 論 旧

京 大 広 報

終 日 区 分 名
郭 門 基礎 科 目

教 実 科 目

II 

II 

，， 

，， 

，， 

教 糞 科 目

耳軍 門 基 礎 科 目

教養 科 目

" 
，， 

，， 

，， 

，， 

，， 

微 笑 科 目
” 

，， 

，， 

専 門 基礎 科 目

敏 美 科 目

敏 美 科 目

，， 

，， 

II 

，， 

，， 

II 

II 

，， 

，， 

II 

" 
，， 

，， 

" 
，， 

，， 

科 目 分類
A U 科 目

’I 

，， 

，， 

，， 

，， 

II 

，， 

II 

，， 

，， 

" 
II 

” 

B l軍 科 目

" 
，， 

" 
，， 

” 

，， 

，， 

，， 

II 

，， 

II 

‘’ 

II 

，， 

II 

，， 

，， 

，， 

II 

" . 

，， 
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単位数

4 

4 

4 

4 
4 
4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

2 

2 

立
2 

2 
2 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

2 

2 

2 

2 

2 

4 

2 
4 

2 

2 

期 間 対 象 学 生 1・ 世， 
通 年 2 回生 以 上 e n 科 目 で も あ る

，， II ，， 

，， ” II 

，， ，， II 

，， ，， II 

t’ " II 

" l 回 生 以 上

" " 

，， " 
，， II 

" " 
，， ，， 

半 期 1’ 

，， II 

前 期 II 

1量 期 ，， 

両町 期 " 

後 期 " 

通 年 II A U 科 目 で も あ る

" ，， 

II ，， 

，， ，， 

’F II 

，， II 

，， 1 回生 以 上

（ 文 科 系学生）

，， ” 

，， 

両町 期 2 回 生 以上

後 期 " 

半 矧 " 

両日 期 II 

f量 期 II 

通 年 i 回生 以 上 リ レ ー 形式

半 期 " 

通 年 ’F 

半 期 ，， 

�4 期 2 回生 以 上
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t.ll I共 倒 周 1費 • 題 目 科 目 区 分 名 科 目 分額 単位数 期 間 対 象 学 生 !I 考

物理学基礎通鎗W 敏美科 目 B 群 科 目 2 後 期 l 回生以上

物理学続蛤 II ，， 4 通 年 1 回生以上

（ 文 科系学生）

物理学Iii草陰実験 ” ” 2 半 期 l 回生以上

数理自書壇学 専門基礎 科 目 ，， 4 通 年 2 回生以上

敏 鍵 料 目

散輸基趨 II ，， 4 II ，， 

実及び償禦解析 A II ，， 2 前 期 II 

実及び償禦解析 B ，， ，． 2 後 期 ，， 

数理m造鎗 演 習 l II ，， 4 通 年 II 

応 用 数理 l ，， II 4 II 2 回生以上

（ 文科系学生）

応用 数理 I 演習 II ，， 4 II l 回生以上

（文科系学生）

関数解折学 と その応用 II II 4 ，， 2 回生以上

微分方程 式 と 応 用解析 A II II 2 M 期 II 

微分方程式 と 応用 解 者T B II II 2 後 期 II 

数理現象蛤 演 習 l ” II 4 通 年 ，， 

応用数理 H ” II 4 II l 回生以上

（ 文 科系学生）

応用数理 日 演習 ，， II 4 II ，， 

" 

位相情進鎗 II II 4 II 2 回生以上

後何4構造蛤 ，， II 4 II II 

カ学系の数理 A II ‘’ 2 前 ’開 II 

力学系の数理 B II II 2 1量 期 II 

空間現象拾 演 習 I II ，， 4 通 年 ，， 

応 用 数 理 皿 II II 4 ，， 1 回生以上

｛ 文科系学生）

応 用 数 理 田 演 習 II 1・ 4 II ，， 

，， 

応 用 数理 皿 基礎ゼ ミ ナ ー ル II II 4 ” 2 回生以上

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン徴鎗 II II 4 ” ，， 

情報学担!U歯 ，， " 4 ，， l 回生以上

情報数学基礎鎗 A ，， II 2 附 期 II 

情 報 数学基礎鎗 B ，， II 2 後 期 II 

計算理学 演習 I II ，， 4 通 年 2 回生以上

計算理学 演 習 日 II II 4 II ，， 

図 形 科学 ，， ，， 4 " ，， 

理鎗物理学基礎 鎗 l II II 2 附 期 ” 

理鎗物理学Ii礎諭 日 II II 2 半 期 II 

量子物理学 I ，， ，， 2 後 期 ，， 

量 子物理学 日 ” II 2 II II 
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電磁場基礎姶 専門基礎 科 目 B 群 科 目 2 車1r1 期 2 回生以上

教 養 科 目

統計物性論 ’J ，， 2 後 期 n 

繁励起Ii礎諭 l II ，， 2 ，， II 

繁励起基 礎 拾 日 ” ，， 2 II ，， 

銀題演習 ・ 電子 と 波動 ” ” 4 半 期 " 

線.fll i演習 ・ 共鳴現象 ” II 4 ” ，， 

銀鼠演 習 ・ 光 と 物 質 ，， ，， 4 ，， ，， 

2基礎物理化学 教 養 科 目 ” 4 通 年 l 回生以上

基 礎 有機化学 ，， ，， 4 ，， ” 

無担量化学入門 II ，， 4 II 2 回生 以上

量子化学入門 II II 4 II ，， 

化学反応論入門 II II 4 II ” 

有働反応機摘入門 II II 4 II ，， 

有 機 合成論入門 II II 4 II II 

化学概論 ・ 化学史 II II 4 ，， 1 回生以上

（ 文 科系学生）

生 化学入門 II II 4 II 2 回生以上

分 析 化学及び環境化学実験 II II 2 半 期 l 回生 以上

合成及び測定実験 II ，， 2 II 2 回生以上

基礎地嫁科学 l II II 4 通 年 1 回生以上

基礎地球科学 2 II II 4 ，， ，， 

地球科学 入 門 II ，， 4 II ，， 

宇宙科学入門 II ” 4 ，， ，， 

地球科学 実験 ，， II 4 ，， 1 ・ 2 回 生

生物学 実 習 II ，， 2 半 期 ，， 

細胞生物学入 門 II ，， 4 通 年 1 回生以上

分 子 生物学入門 II ，， 4 ，， II 

環境科学 ’f ，， 4 ” ” 

環境科学基礎ゼ ミ ナ ー ル II ，， 4 ” II 

健康科学 II II 2 半 期 ” D 群科 目 で も あ る

運動科学 II II 2 II II ，， 

生 命 科学原蛤 A 専門基礎科 目 II 2 前 期 ，， 
教 養 科 目

生 命 科学 原 輸 B II II 2 後 期 II 

箇領 自 然 史 A II II 2 前 JIJI II 

菌 類 自 然史 B II II 2 後 期 ，， 

情物 自 然 史 A ” II 2 前 軍R ，， 

植物 自 然 史 B ” II 2 後 期 II 

動物 自 然 史 A ，， II 2 前 鈎l II 

動物 自 然 史 B II II 2 後 期 II 
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If ＇共 部 局 I量 業 題 日 科 目 区分名 科 目 分額 単位数 期 間 対 象 学 生 ｛庸 考
生 物 科 学 基 礎 ゼ ミ ナ ー ル I 理事門基礎 科 目 日 群 科 目 4 通 年 l 回 生以上

微 笑 科 目

生 物 科学 基 礎 ゼ ミ ナ ー ル H ，， II 4 ，， 

発 育宛i童論 A II ，， 2 nrr 期 ，， D l!'t 斜 闘 で も あ る

発 育 発 i童論 0 ，， ，， 2 後 期 ，， ，， 

環境生哩学 A ，， " 2 自ff 期 ，， " 
環境生理学 8 II ，， 2 後 期 ” " 
運動学習論 八 ，， ，， 2 同（f 期 ，， ，， 

運動学習論 B ，， ，， 2 後 期 ，， ，， 

運動制御論 A ，， ，， 2 前 期 ，， ，， 

運動計l 術1 諭 8 ，， ，， 2 後 期 ，， II 

m抑制闘wn11 ru
HJ Z軍位�R陣Lなlthlfなら立
い．

英筒 l 教 糞 科 目 C 併 科 目 4 通 年 ］ 回生 以上
英 務 日 II II 2 + 2  II 2 回生 以 上

英語 皿 ，， " 2 ’f II 

笑 級 外 国 人 演 習 I II ” 2 ” l 回生以上
英E再外国 人 演 習 日 II II 2 ” 2 回 生 以上
実 務 実 習 l " II 2 II l 回生 以 上

英Iii実 習 E II ” 2 II 2 回生以上
英語基礎 ’f " 2 ” I 回生以上 初修外岡Iii と し て

の英紡

舞 台 芸 術給 基 礎 ゼ ミ ナ ー ル 専 門 語鍵 科 目 ，， 4 II 2 回生以上 A 野科 目 で も あ る

敏 美 科 目

映 像 芸 術 論 基 礎 ゼ ミ ナ ー ル II ，， 4 11 II ，， 

芸術交流論;vs健 ゼ ミ ナ ー ノレ 1 ” II 4 II ，， ，， 

芸 術 交 流 論 演 習 II ’B 4 ，， ’F ，， 

文 化原 給 養 礎 ゼ ミ ナ ー ノレ i ，， ，， 4 II ’F ，， 

文 明 形成絵基鍵ゼ ミ ナ ー ル 1 II ，， 4 II ，， ，， 

言語科学基礎ゼ ミ ナ ー ル I ，， II 4 II ” ，， 

作品購続 l ，， ，， 4 ” ，， ，， 

文 芸 論 基 礎 ゼ ミ ナ ー ル I II II 4 II II ，， 

商欧 文 化 ・ 社会論主主鍵ゼ ミ 7 ” ” 4 II ，， II 
ー ル l

ア メ リ カ 文 化 ・ 社会諭基礎ゼ II ，， 4 II ，， II 
ミ ナ ー ル

ア メ リ カ 風土 ・ 思想給基礎ゼ II ，， 4 II ，， ，， 
ミ ナ ー ノレ

ド イ ツ l!i I 教 養 科 目 II 4 II l 間生 以 上
ド イ ツ rn a II II 2 + 2  ，， 2 同生以上
ド イ ツ 路 m II ，， 2 ，， II 

44 -432 ー→



京 大 広 報

tl! ＇共 邸 周 I量 業 題 自 科 目 区分名 科 目 分鎮 単位数 期 問 対 象 学 生 備 考
ド イ ツ 路 会話 l 教 型軽 科 目 C l草 科 目 2 通 年 l 回生以上

ド イ ツ 縮会話 日 ,, ,, 2 ,, 2 回 生以上

ド イ ツ結実習 l ，， ,, 2 ,, I 回 生以上

ド イ ツ 紡実習 日 ,, ，， 2 ,, 2 回生以上

表 現 主議芸術鎗益 礎 ゼ ミ ナ ー 軍事門基礎科 目 ,, 4 ” ,, A 醇科 目 で も あ る
I� 教 養 科 目

現 代 文 明 論 基 礎 ゼ ミ ナ ール l ，， ，， 4 ，， ，， ，， 

現 代 文 明 姶 基 礎 ゼ ミ ナ ール 日 If ，， 4 If If ，， 

雪崩科学15礎 ゼ ミ ナ ール E ，， ，， 4 ，， ，， ,, 

フ ラ ン ス 蹄 l 教 養 科 目 ,, 4 ，， l 回生以上

フ ラ ン ス 路 日 ,, If 2 + 2  ，， 2 回生以上

フ ラ ン ス ！Ii 皿 ，， If 2 ，， ，， 

フ ラ ン ス!Ii会話 l ，， ,, 2 ，， l 回 生以上

フ ラ ン ス 崎 会 話 日 ，， ，， 2 ，， 2 回生以上

フ ラ ン ス 鰭実習 I ，， ，， 2 ,, 1 回生以上

フ ラ ン ス 師実習 日 ,, ，， 2 ,, 2 回生以上

ス ベ イ ン翻 I ，， ,, 4 ，， l 回生以上

イ タ リ ア 筋 l II If 4 II ,, 

イ タ リ ア Iii ll II ，， 4 ，， 2 回 生以上

ロ シ ア 語 I ，， ，， 2 + 2  ,, l 回生以上

ロ シ ア illll ，， ，， 2 + 2  ,, 2 回生以上

ロ シ ア 話 回 ，， ，， 2 ，， II 

中国語 ｜ If If 2 + 2  II 1 回生以上

中 国 語 日 ,, ” 2 + 2  II 2 回生以上

中 国 語 m ,, II 2 ” ，， 

中 国語会話 l ，， ，， 2 ,, 1 回生以上

中 国 務会話 日 ，， ，， 2 ,, 2 回 生以上

中国語実習 l ,, ，， 2 ,, 1 回生以上

中国語実習 日 ，， ,, 2 ，， 2 回生以上

健 康 科学 ,, D 群 科 目 2 半 期 1 回 生以上 B 群科 目 で も あ る

健康 科学実習 II ，， 2 通 年 ,, 

運動科学 ,, ’J 2 半 期 ，， B l草科 目 で も あ る

ス ポ ー ツ 実 習 ，， ，， 2 通 年 ,, 

ス ポ ー ツ 実 習 ，， If 2 II ，， 

健 康 科学 ,, ，， 2 半 期 ，， B 群科 目 で も あ る

運動科学 ,, ，， 2 II II ,, 

発 育 発達 治 A 専門基礎 科 目 ,, 2 n� 期 II II 
教 養 科 目

発育 発達論 8 ，， ’F 2 ｛量 期 ，， ,, 

環境 生理学 A II ,, 2 書n 期 ，， II 
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提 供 節 局 綬 業 題 自 科 目 区分 名 科 目 分類 単位数 期 間 対 象 学 生 II 考

環境生理学 B 専門基礎科 目 D Z草 科 目 2 後 期 1 回生以上 B IJ 科 目 で も あ る

敏 美 科 目

運動学習 鈴 A ，， ” 2 自t 期 II ．． 

運動学習諭 B ，， ” 2 1量 期 II ，， 

運動制御 論 A ，， ’J 2 自時 期 II ，， 

運動制御論 B II II 2 f量 期 II II 

文 告宇 部 考 古学F芋鋭 軍事r� li 礎 科 目 A l¥ 科 目 4 通 年 2 回生以上 cm宇smog)

教 実 科 目

キ リ ス ト 教学 II II 4 II l 回生以上

社会人間学 ，， " 4 哲k 期 2 回生 以上 cm手IH70t)

サ ン ス ク リ ア 卜 文学史 11 ” 4 通 年 1 回生以上

教 育 学 部 ラ イ フ サ イ ク ル と 教育 敏 美 科 目 11 4 II 2 回生以上 cmoo 

一人間 形成の笛学一

脳 心理 ・ 教育 II ，， 4 II l 回生以上

法 学 郎 法学入門 I 専門益礎科 目 ，， 2 半 期 t’ cm宇11m1)

教 養 科 目

政治学入門 ,, ，， 2 後 期 II ，， 

経 済 学 部 現代の経済学 敏美科 目 II 2 II 3 回生以上 陸自宇E生時U11不可
(UlOOU 

現代の経営学 II II 2 前 期 II II 
｛ ” ） 

理 空宇 創l 現代化学入門 専門基E理科 目 B l軍 科 目 4 通 年 l . 2 回生 リ レ ー 形式

教 豊島 科 目 （ 理 科系学生）

自 然人額学 軍事 内 科 目 II 4 II i 回生以上

教 養 科 目

応 用 線 型代数学 敏 美 科 目 II 4 II 2 回生 以上

｛ 文科系学生）

関数輸入門 II ‘’ 4 II 2 回生 以上 (Ul20!) 

（理科系学生）

地�惑星科学セ ミ ナ ー l 専門基礎科 目 II 2 前 期 l 回生 練 習

敏美科 目 (U! Ot) 

地�惑星利学セ ミ ナ 一 日 II II 2 II ’j II 

地�惑星科学セ ミ ナ 一 回 II II 2 ，， ，， ( II ) II 
( II ) 

医 学 部 分 子生物学 専門Ii鍵科 目 II 6 通 年 1 回生以上 cm手1mu

（ 理科系学生）

細胞学 ・ 組織学 II II 2 集 中 2 回生以上 リ レ ー 形 式

CUI宇1mo1>

発生学 ・ 遺伝学 ，， ，， 4 前 期 2 回生以上 II 

（ 理 科系学生） II 

生理学総論 ，， ，， 2 ” 2 回生 以上 II 

II 

放射線生物学 ，， ，， 2 後 期 II （定員E宇n耳20!)

実験動物学 ，， ，， II 2 回生 以上

（理科系学生）
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健 供 郎 局 授 業 題 目 科 目 区分名 科 目 分類 単位数 期 間 対 象 学 生 i胸 考

環境 ・ 社会医学 専 門 斜 目 B l草科 目 1 来 定 2 回生 以上 (ift�字11�30t)
（ 理 科 系学生）

医学概拾 敏 美 科 目 II 4 通 年 1 ・ 2 回生 リ レ ー 形式

((U字IHJOt)

薬 学 郎 薬学概論 教 養 科 目 ” 2 f量 期 1 回生以上 リ レ ー 形式

（定員裏手陣生時70t)

薬用情物学 専 門 Ji礎 科 目 • 2 前 期 2 回生以上 リ レ ー 形式

（理科系学生） （定員l20t) 

科学葵隠 専 門 基 礎 科 目 C 群 科 目 2 通 年 ，， （定員毒事mzrn

教養科 目 II 

エ 学 部 工学概諭 I 教養科 目 B 群 科 目 2 前 期 1 ・ 2 回 生 リ レ ー 形式

工学領首 E II II 2 後 期 II II 

良 学 部 バ イ オ ァ ク ノ ロ ジ ー II II 2 前 期 II II 
一農学の新戦闘佐一

化 学 研 究 所 タ ン パ ク 賀 と 核酸の科学 専 門 科 目 ，， 2 II 2 回生以上 リ レ ー 形式

（理科系学生）

胸部疾患研究所 環境 と 医学 敏美科 目 II 2 II 1 回生以上 II 

木質科学研究所 ウ ッ ド バ イ オ7 ス 専 門 書E 礎 科 目 2開 2 後 期 l 回生以上 II 
（理科系学生）

食憧科学研究所 食慢バ イ オ サ イ エ ン ス 教 養 科 目 II 2 半 期 1 回生以上 II 

防 災 研 究 所 自 然災害科学 l II ，， 2 前 期 II ，， 

自 然災害科学 E II II 2 後 期 II II 

ウ イ ル ス 研究所 現代 ウ イ ル ス 学 専門Ji礎科 目 II 2 II 2 回生以上 R’ 

教 養 科 目

経 t斉 研 究 所 数量経済分析入門 教 養 科 目 A 群科 目 2 自lf 期 1 回生以上

大型計 算機＇O�－ コ ン ピ ュ ー タ 概鎗 専門基礎 科 目 B 君事科 目 4 通 年 ” （（員50&)

教 事豊 科 目

超 高層電波研究 字宙科学 II II 2 後 期 II 
tン�－

電波科学概鈴 教 養 科 目 ，， 2 II 1 ・ 2 回生 (UIOO&l 

｛理科系学生）

へ リ オ 卜 ロ ン核 核融合科学慨姶 ，， A 群科 目 2 半 ’曜 2 回生以上 リ レ ー 形式

融合研究t�t- （理科系学生） cmot) 

放射性同位元素 放射性同位元 素 と 放射線の 専門Ji礎科 目 B Z草科 目 2 後 期 2 回生以上 リ レ ー 形式

総合tント 取級入門 （定員zog)

情報処理教育U 情報処理基 礎 給 教 事理 科 目 II ※ �� 期 2 回生以上 ※純量目高齢IOJIW:B
（ 文 科 系学生） (tftlOOt) 

応用情報処理論 専門基礎科 目 II ※ ，， 3 回生 以 上 リ レ ー 形式

教 養 科 目 （ 文科系学生） （（員60t)

情報処理演習 敏 美 科 目 II ※ 後 期 2 回生 以 上 t車 習

（ 文科系学生） （定員60t)
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提 供 部 局 t豊 業 I! 自 科 目 区分名 科 目 分要員 単位数 期 問 対 象 学 生 。情 考
応 用 プ ロ グ ラ ミ ン グ演 習 専門基礎 科 目 B 群 科 目 ※ 1主 期1 3 同生以上 I寅 習

微 笑 科 目 （ 文 科 系 学 生 ） ( {ft4 0 t )  

生 体 医 療工学町f 医工学入門 II II 2 自1if 則l 1 回 生 以 上 リ レ ー /fl式
究tン ， ＿

保健管理t:tl- 人間関係論 ” J\ 111 科 目 2 後 期 II I商 押 ・ 午 外 合 前

#! '1' (U3ot) 

体 育 指 導 t ン ト ス ポ ー ツ 医 ・ 科学 l II D 君事科 目 2 前 期 II (lft2ot) 

ス ポ ー ツ 医 ・ 科学 日 教 集 科 目 II 2 後 期 II （ ” ） 
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